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２０２０年度中央社保協第３回運営委員会報告  

 

２０２０年１２月２日（水）１３時半～ Web（ズーム）会議 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連）山田（民医連）前田（全労連）鎌倉（医労連） 

寺川（東京） 井上(大阪) 

○運営委員 

 白沢（障全協） 池田（新婦人）中山（大友・全商連）西野（全生連） 

 藤原（農民連） 民谷（福祉保育労）山田（全教）   （建交労） 

 吉田(大寿美)（年金者組合） 五十嵐（医労連） 上所（保団連） 

梅津（共産党） 大門（国公労連） 小泉（自治労連） 

山之内（医療福祉生協連） 久保田（民医連） 

沢野(北海道) 高橋(宮城) 川嶋(埼玉) 藤田（千葉）窪田（東京） 

    根本（神奈川）寺越(石川) 小松（愛知）寺内（大阪） 楠藤（徳島）

    西村(福岡)  

○事務局  

山口、是枝、工藤（保団連）、山本（民医連）、大西（全労連） 

            

＜報告事項＞ 

  １１月  ２日 中国ブロック会議 

       ４日 第２回運営委員会 

          第２０３臨時国会定例国会行動 

       ７日 この国のあり方と社会保障制度を考える 「講演会」 

      １０日 ２５条共同行動実行委員会予定 

１１日 介護・認知症何でも無料電話相談 

１２日 北信越ブロック 

１３日 地域医療を守る運動全国交流集会実行委員会 

１４日 「４」の日巣鴨宣伝 ※介護宣伝合同 

・参加３９人（中央社保協２、全労連２、日本医労５、 

年金者組合２、自治労連２、東京社保協１、東京土建 

１９、東京医労連４、東京地評１、年金者組合東京１） 

・署名 ６２筆（いのちまもる２５、介護改善３１、都 

立病院守れ６） 

・ポケットティッシュ 約１６００個 

１８日 定例国会行動 

２３日 地域医療を守る運動全国交流集会 
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２４日 ２５日宣伝（１３時半-１４時半 御茶ノ水駅前） 

    参加１２人（全生連７～本部６・新宿１、民医連２、い 

のちのとりで裁判原告１、社保協２） 

１１筆（いのちの砦署名９、いのち署名２）集約 

２５日 介護署名院内集会・署名提出国会行動 

          厚労省要請（介護・国保） 

災対連国会行動 

      ２６日 第４８回社保学校実行委員会 

      ２７日 第３回代表委員会  

      ２８日 練馬社保協総会 

          生活保護基準引き下げ反対愛知連絡会第４回定期総会 

      ３０日 全世代型社会保障「改革」議員要請・懇談 

           ～２５条共同実行員会 

          参加国会議員 １１人（代理参加８人） 

～立民６、共産４、れいわ１ 

          参加     １８人 

   １２月 ２日 第３回運営委員会 

          後期高齢窓口負担２割化反対院内集会 

          定例国会行動 

 

＜情勢の特徴＞ 情勢資料参照 

 （１）コロナ危機対応 

 感染の急拡大の下で、菅内閣の無為無策ぶりが際立っています。政府の感染

症対策分科会が「GO TO」をふくめこれまでの見解を変えて対応見直しを進言

しており、政府の責任ある対応が求められます。 

 (1)医療機関や高齢者施設の入所者を対象にした迅速かつ広範な検査。全額国庫で検査 

することを強く求める。 

 (2)営業時間の短縮要請について、自粛要請と補償をセットで行うことが求められる。

(3)「Ｇｏ Ｔｏ トラベル」につい、分科会は「当該(感染拡大）地域からの出発分」

についても「一時停止」の検討を提起しており、「感染拡大地域を『目的地』とする旅

行だけでなく、『出発地』とする旅行も含めて停止する」こと。その上で、全国一律で

はなく、観光業・宿泊業などを地域ごとに支援する制度にするとともに、小規模事業者

にも支援が届く制度にあらため、持続化給付金など直接支援を組み合わせるべき。（27

日付け 赤旗）。 

 

（２）学術会議問題など国会の動向 
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 １１月１７日に井上科技相が軍事研究にもつながるデュアルユースの検討を

求めたことは、学術会議法に反し、会の独立を脅かすものです。 

「桜を見る会」前夜祭の安倍前首相側からの費用補てん問題は、安倍氏の証

人喚問はもちろん、国会での集中審議が必要です。 

衆院憲法審は１１月２６日、与党提案の法案審議を行いました。コロナ下で

国民からの要望もない改憲についての議論強行は許されません。 

 

（３）財政審 令和３年度予算の編成等に関る建議 

財務省の財政制度等審議会（財務相の諮問機関）は２５日、令和３年度予算

編成や今後の財政運営に向けた建議（意見書）を提出しました。コロナ感染の

再拡大の下、万全な対応と経済の回復、財政健全化の“３兎”を全て実現すべ

きだと強調。社会保障分野の支出削減を焦点とし、７５歳以上の後期高齢者窓

口負担を原則２割へ引き上げる方針について、「可能な限り広範囲で２割負担

を導入すべき」と提言しています。財政審の榊原会長は「感染拡大防止は喫緊

の課題だが、日本が置かれた構造的問題の解決や改革の手を緩めてはならな

い」と主張しました。 

 

※情勢資料参照 

 

＜協議事項＞ 

 （１）全国代表者会議に向けて ※連絡文書（案）参照 

  ・日程 ２０２１年２月３日（水） 

・時間 １３時半～１６時（最長 1６時半） 

  ・場所 Web会議（Zoom）とし、※全国総会と同様のやり方で実施 

     メイン会場 日本医療労働会館会議室（参加は都内加盟組織に限定） 

  ・参加 グーグルフォームから専用の申し込みで参加 

※参加登録ＱＲコードから。紙媒体も用意。 

  ・基調報告素案について 別紙参照 

   第３回運営委員会の討議を受けて１２月２３日の代表委員会で検討し、

１月１３日の第４回運営委員会にて確認予定。 

  ※協議のポイント 

 大阪・河南町で自治体キャラバンを契機に社保協が結成された。都構想住民投票否

決を受けて大阪市内の 24区のキャラバンも区の職員側からも待たれる状況がある。

議案では社保協の立ち位置を明確にする必要がある。 

 千葉でも、コロナの影響で千葉市内からキャラバンに行けない状況の中、各市町村

の地元の皆さんが自力で実施している。社保協結成されていない 8 自治体でもキ
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ャラバンを実施。派遣村の相談活動を行う。 

 徳島では、「いのち署名」と同内容での意見書採択を求める取り組みを自治体へ進

めている。小口資金融資の決裁率が 85.5％など全国平均を下回っている。 

 介護報酬問題や賃金問題で、財源や国庫負担増などについて、中央社保協に旗を振

ってほしいと考えている。 

 先日の国保の厚労省交渉はタイムリーなものとなり、厚労省が財務省との関係で

耐えつつ主張して頑張っていることが垣間見えた。厚労省側の考えを聞くヒヤリ

ングを 5月頃には求めるなど、早い取り組みが必要だった。 

 民医連でコロナでの困難事例を集め分析しているが、以前から元々ギリギリで生

活している状態の中にコロナが直撃したことが明確になった。その中でも生活保

護申請での水際作戦が継続していたり、国民の側にも「受けたくない」との偏見が

あったりする。高齢者は、年金だけでは暮らしていけない実態が見える。 

 いのち署名は、94 人の国会議員の賛同や紹介議員を得た。医労連の取組みでも、

地元の国会議員事務所への要請行動などに取り組んでいる。 

 厚労省としては国保の傷病手当を継続していく考えはないことが分かった。ただ、

自治体側が地方創生臨時交付金を使うなどで独自にやるのはＯＫだ、とのこと。今

後全商連としても各市町の動向を調査していくので、協力をお願いしたい。 

 議案では、菅政権の本質を分析し明確にしつつ、生活実態や雇用をめぐる実態を打

ち出し、コロナを通じて見えてきたことなどを明らかにしていくことが求められ

ている。 

 運動方針では、運動の基調、具体的に何をやるのかを明確にすべきだ。自治労連で

は保健所の問題や自治体病院の問題での提言を出しているので参考にしてほしい。

これから生活保護へ申請・移行する人が増えると考えている。 

 意見や声を集約しつつ一致点を広げていく取り組みが必要だ。地域からは、コロナ

の関係もあり声が出しづらいものがある。 

 

（２）国保改善の取り組み 

 ①厚労省要請（１１月２５日） ※全商連報告参照 

②当面する運動についての方向性 

ア、高い保険料（税）負担を下げる取り組み 

⑴地域住民は納税者であり、地域経済の担い手でもある。最低生活保障水準

（生活保護基準）以下での生活をしている人が多く加入しているのが国保。 

  実態の可視化を引き続き努力する。 

⑵第二期運営方針～統一保険料率を目指すとしていることについて。 

 厚労省のガイドラインでは、保険料水準の統一化について「市町村ごとの医療

費水準や医療提供体制に差があることに留意しつつ、将来的には都道府県で
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の保険料水準の統一を目指すこと」としており、保険料水準の引き上げが予想

される。埼玉の運営協議会では、全自治体での引き上げやむなしとの報告が示

されている。 

⑶赤字解消・削減計画の立案が強調され、保険者努力支援制度の評価指標とも 

連動させている。 

加入者の労働、生活実態を踏まえた慎重な対応が自治体に求められている。 

⑷国保 44条減免などの減免制度の改善を追求するとともに、コロナ感染の継 

続の下、減免の継続、改善、傷病手当等の拡大、滞納・差押え処分の停止等を 

求める要請を強める。 

コロナ禍における要求実現、改善を恒常的なものにしていくことを求める。 

⑸国庫負担割合の引き上げを改めて求める。 

 

イ、地域住民の健康権、受療権を保障するために 

⑴自治体にとって制裁措置ではなく、丁寧な生活・労働実態の把握に努め、対 

応していくことが自治体行政の在り方とする要請を強める。 

⑵地域住民と直接対応できる自治体の職員体制の維持・充実を図ることを要 

請する。 

⑶滞納・差押え処分のルールを徹底し、過酷な取り立てをやめさせるとりく 

みを引き続き強化する。 

⑷地域医療構想の見直し、撤回を求める地域からの運動を推進させ、「いのち 

まもる署名」に取り組む。 

 

③国保パンフ（第２弾）の発行の検討 

※国保部会の首都圏社保協を中心に内容案を検討。 

 

④厚生労働省交渉をはじめ、レクチャー等の開催を計画します。 

 

⑤滞納・差押処分の問題について、コロナ禍の下で深刻さを増しています。 

⑴滞納処分対策会議が「滞納・差押パンフ第二弾」の発行を進めており、活 

用と学習推進を呼びかけます。 

⑵１月３０－３１日の「いのち暮らし守る税研集会（Ｗｅｂ）」、滞納・差し 

押さえ問題の第三分科会で、仙台市の国保課職員を参加要請中です。 

あらためて、税研集会への参加を呼びかけます。 

 

⑥国保部会（１２月７日）において、滞納・差押問題も含めて国保の学習集会 

（仮 Ｗｅｂ）について検討します。 
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（３）介護改善の取り組み 別紙資料参照 

① 「介護保険制度の抜本改革提言(案)」について、中央社保協運営委員会とし

て確認した。 

 介護職の賃金問題での抜本改革の提起については、代表委員会の議論・提案

を受けて次のようになった。 

「介護の公共性をふまえ、すべての介護従事者の賃金をその専門性にふさわ

しい水準を確立し引き上げる」 

 都道府県や地域社保協での議論の推進の方法については、各県社保協からの

意見集約や意志一致の方法も含めて 1月部会で相談しつつ進める 

 2月 3日代表者会議で「案」として発表していく 

② 2020年「介護・認知症なんでも無料電話相談」について 

 ２４都道府県から２７１件の相談電話あり、特徴点については報告速報版を

参照してください。 

 まとめ作業は、1月 13 日介護障害者部会で分析・検討し、2月 3日代表者会

議で報告、3 月社保誌春号にて掲載予定。(同内容を「賃金を社会保障」は

2018年から再掲) 

③ 2020年介護署名 

 守ろう！介護保険制度・市民の会、21 老福連、認知症の人と家族の会、医

療・介護・福祉の会(MCW)の協力を得て、11月 25日院内集会では 26235筆を

提出。 

④ 介護分野での共同の広がりをつくるために 

 今後の活動について 7団体での合意事項(11.25集会時) 

介護をめぐる情勢についても全世代型社会保障検討会議など 12 月に政府の

政策動向が決まっていくなか、7団体として「共同アピール」を発表し、記

者会見などを計画していく。 

 2 月 10 日(水)または 17 日(水)で署名提出行動を計画していく。【21 老福連

は、できれば 2/17を希望】 

⑤ 介護報酬改定や第 8期介護保険事業計画への対応 

 大阪社保協での取り組みを参考に各県でも取り組みを強化していく。 

 

（４）後期高齢者窓口負担２割化反対の取り組み 

①中央社保協署名提出行動・院内集会～民医連、高齢期運動連絡会、年金者組合、

社保協の共同 

 １２月２日 １０時半～ 後期高齢者窓口負担２割化反対署名提出行動 

 神奈川県の歯科医師会などでも、まずはコロナ対策が必要だとの意見が出さ

れているので、世論づくりを大いに進め、政権交代を展望するような運動へ
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との意見も出された。 

 

➁日本高齢期運動連絡会・厚労省前座り込み行動 

１２月 ２日（水）～４日（金） ※チラシ参照 

 ※３日、厚労省前集会（１２時半～）、４日院内集会を予定 

 

③日本高齢者人権宣言懇談会 

１２月１８日（金） １３時～１４時半 衆議院第二多目的会議室 

 

④年内の全世代型社会保障検討会議の最終報告に向け、法案がまとめられよう

としており、通常国会への提出が予定されています。 

 コロナ禍で生活困難に直面している高齢者への負担増計画を推進するなの署

名推進を改めて呼びかけ、高齢者の生活実態調査への協力など高齢期運動連絡

会等との共同を強めます。 

 

（５）生活保護改善の取り組み 

① 生活保護裁判の状況 

✓ 北海道      １１月３０日結審  ３月２９日判決予定 

✓ 東京（はっさく） １２月２３日結審 

✓ 大阪       １２月２４日結審  ３月末に集会 

✓ 福岡       １１月１８日結審  ５月１２日判決予定 

  ※名古屋地裁に続いて、北海道の判決が２例目となります。 

 

② 上記地裁あての署名ならびにいのちのとりでアクションの生活保護引き上

げを求める署名の取り組みを強化します。 

 

③２５条共同実行委員会の２５日宣伝で、上記署名を呼び掛けています。コロナ

感染が拡大し、行動が難しいところもありますが、署名宣伝行動の取り組みを呼

びかけます。 

※１２月７日生活保護基準引き下げ反対愛知連絡会第４回定期総会資料参照 

 

（６）マイナンバー普及に反対する取り組みについて  

～代表者会議基調報告より 

マイナンバー反対連絡会議をはじめ、関係団体との共同を、中央社保協として

働きかけを強めます。 

①「健康保険証化反対」の運動の展開 
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 ※社保協加盟の医療関連団体、労働組合との共同を追求 

 ※学習の推進 データ配信 

  ・北海道社保協資料「ますます危ないマイナンバー」 

  ・社会保障誌の２０２０冬号「マイナンバー制度の現状と社会保障」 

  ・１２／１１の学習決起集会の学習講演のデータ配信等、学習についてさ 

らに検討します。 

②適用拡大を認めない取り組み、 

③個人情報を保護する法制度の確立と、本人の承諾なしに「プロファイリング

（自動処理・決定）されない権利」の確立を求める運動、等に取り組みます。 

④社会保障給付の削減を目標に、個人情報を名寄せし、プロファイリング強化 

が狙われており、管理・監視社会への強化に反対します。 

⑤マイナンバー反対連絡会議が検討する学習決起集会（１２月１１日）に結集し

ます。 

 

(７)地域社保協 

の結成・強化について 

全自治体の過半数（８７１自治体）での地域社保協結成を展望し取り組みます。 

１.各県並びに、ブロック会議での議論、検討を行います。2021年１月にブロッ

ク会議を開催し検討します。 

２.地域社保協結成、強化を目指し、「地域社保協つくりパンフ（仮）」をはじめ、

学習の推進と合わせて「方針」の議論に活かしていくことを目指します。 

３.パンフ作成にあたり、事務局の下、部会等と共同して作成チームを結成し、

作成します。 

◆いくつかのパンフ検討案 

① 地域社保協つくりパンフ 別紙打合せ資料参照 

 地域の社保協結成の経験と、キャラバン行動、自治体要請等の取り組み

についても学ぶ 

 地域社保協つくりパンフ作成チーム会議 

✓ 第 1回チーム会議 12月 15日に開催 

✓ メンバー 高崎さん(沖縄)、佐藤さん(大分)、河村さん(岐阜)、木

下さん(鳥取)、山口、是枝の参加予定。 

✓ 方向性 

これまでの地域社保協つくりの経験を踏まえての議論。 

② 社会保障入門テキスト 別紙資料参照 

社会保障誌編集委員会で打ち合わせ中、メンバーの補強を検討 

  ２０２１年度の秋号以降の社会保障誌に掲載めざす 
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  １２月１９日、２１日に２０-３０代の青年を中心にして、社会保障にかか

わる「フリートーク」を開催。 

③ 年金パンフ  

社保誌-２０２０新春号～初夏号の基礎講座をまとめてデータ配信などを 

検討 

④ 認知症関連での短期連載を２０２１年春号（３月発行）から予定 

⑤ 国保パンフ（第二弾）案について、まず国保部会で検討予定 

⑥ 介護提言パンフ 

◆発信方法・・・パンフ作成にあたっては、財政上の問題もあり、 

社会保障誌への連載企画し、その内容をデータ配信をメインに検討する。 

 

（７）第４８回中央社保学校について（別紙参照） 

 第４８回中央社保学校は、２０２１年８月２８～２９日に、愛知県名古屋市

で開催します。Web参加の活用も検討し、これまで以上の参加を目指します。 

 愛知県社保協等と現地打ち合わせを経て、社保協東海ブロックと、第１回現

地実行委員会を１１月２６日に開催しました。 

 当面の取組み計画 

✓ 12月運営委員会での議論を踏まえ、12月 22日(火)第 2回現地実行委員

会を開催、1月運営委員会にて概要を確定していく予定 

✓ 2月全国代表者会議で発表、意思統一の上、参加組織へ進む予定。 

※協議で出された意見 

✓ 第 2 講座の現地からの取組みを通じて社会保障を考える企画は、第 4 講座の内容

を重複しないだろうか。 

✓ 28日が長時間になり、どうだろうか。 

✓ 青年層との関係でも「そもそも社会保障とは何ぞや」を学ぶ企画が大事だろう。 

 

（８）当面する行動について 

 ①定例国会行動（予定） 

 日程・１２月２日（水） →主催者あいさつ（住江先生） 

 時間・１２時１５分～１３時 

 場所・衆議院第二議員会館前 

    

 ②中央社保協署名提出行動・院内集会 

  ～民医連、高齢期運動連絡会、年金者組合、社保協の共同 

  １２月２日 １０時半～ 後期高齢二割負担反対署名提出行動 
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③日本高齢期運動連絡 後期会高齢二割化反対の取り組み 

・厚労省前座り込み行動 

１２月 ２日（水）～４日（金） ※チラシ参照 

・日本高齢者人権宣言懇談会 

１２月１８日（金） １３時～１４時半 衆議院第二多目的会議室 

 

④宣伝行動について、 

１.行動集中ゾーン（１３-１５日、２３-２５日）を掲げて、行動を提起する。 

 ２.「４の日」宣伝 

１２月１４日（月）１２時～１３時 巣鴨駅 

３.２５条共同行動宣伝行動 

１２月２５日（金）１２時～１３時 御茶ノ水駅前（確定） 

 ４.消費税廃止各界連宣伝行動（毎月２４日予定）に結集します。 

 ※コロナ感染急拡大の下で、実施については共同団体と協議し検討します 

    

（９）その他 

 ①いのちと暮らしを守る税研集会」（Ｗｅｂ開催） 

 ２０２１年１月３０－３１日  

 メイン会場 けんせつプラザ東京 

 中央団体、関東甲ブロックはもとより、全国からの積極的な参加を呼び

かけます。 

  ※滞納・差押え処分の第三分科会で、仙台市の国保課職員を参加要請中 

 

 ②全国組織代表者会議の開催について（連絡文書案参照） 

  ・日程 ２０２１年２月３日（水） 

・時間 １３時半～１６時（最長 1６時半） 

  ・場所 Web会議（Zoom）とし、※全国総会と同様のやり方で実施 

     メイン会場 日本医療労働会館会議室（参加は都内加盟組織に限定） 

・参加申し込み方法について（グーグルフォーム） 

 

③ 団体報告 

 

◆次回日程 １月１３日（水）１３時半～17時 医療労働会館＋Ｗｅｂ会議 

 

 



「介護をよくする東京の会」第１１期６回事務局会議 報告 
日 時：2020年12月9日（水）10:00～11:05 

場 所：東京自治労連会議室 

出 席：久保（地評）、杉山（自治労連）、久保（医労連）、芝宮（年金者組合）、及川（民医連）、相川（社保協）、

森永（全国ヘルパー連絡会）、細見（医労連）、窪田（社保協）             下線は欠席 

 

＜報告事項＞ 

１、第１１期５回事務局会議報告 

・確認した 

 

２、情勢報告等 

・11/25 中央国会行動の報告 7団体、会場36人、WEB24人参加 26,235筆介護署名提出 

 ･･･主催の介護関連団体の輪が広がってきている。学習会は先生ではなく、利用者の立場からの講演で新鮮で

よく立場を理解できた。フランクな形なので現場での学習会でも受け入れられ易いのではないか？制度で

はなく、現場の声を行政にぶつけることができて良かった。議員要請では川田議員秘書が話をよく聞いて

くれた。財務省は生活支援の要介護までへの拡大をやるといったが、厚労省は第８期ではやらないと言っ

た。12報については、急には止められないので、年度末までは続けるとの回答。 

・報道記事･･･介護関連事業所の倒産件数はすでに年間最多を更新 

・来年度予算編成等に関する建議（11/25財政制度等審議会）･･･介護報酬の引き上げはないとの意向 

・介護保険施行20年 芝田先生の本 

 

３、各団体からの報告 

 自治労連：保健所業務交流会を 2週連続開催。コロナ支援後に自分の業務をするなど保健師は過重労働で 300

時間残業の人もいる。事態を住民に理解してもらいつつ予算要求につなげてゆく。深谷市がデジタル

化で予算減の方針を出した。 

 民医連：11/11なんでも電話相談では、施設入所者家族へ感染防護代として 2万円/日で 7日間 14万円を請求

されたという相談があった。11/12厚労省で445通の要請書を提出懇談。12報については様々な意見は

承知しているが、論議ができていなかった。省令改定ではパブコメ1141件が寄せられ「要介護者が介護

給付を受けられなくなる」との声が最も多かった。希望した人のみに限定する。総合事業への拡大は考

えていない。総合事業の全国への広がりはまだまだで、Ａ型サービスの価格については制限を緩和し、

自治体判断で超えられる。ケアマネの育成はオンライン研修の仕組みを整えている。（資料参照） 

 医労連：11/21巣鴨駅宣伝・署名行動。マスクにチラシをつけて配布。「必要な人に渡して欲しい」等と高齢者

と対話になった。ツイッターデモでの広がりをつくろうとツイッター使い方講座を開催。若い人も結構

使っていない。参加はさほど伸びなかったが、一定の広がり、つながりは出来た。 

 

 

＜協議事項＞ 

１、介護保険制度改善などの当面の取り組みの重点について 

１）中央社保協で「介護保険制度の抜本的改革提言（案）決定版」は、中央社保協として2月 3日発表。 

 ・来年4回にわたり社保誌で「認知症」関連で認知症の人と家族の会による連載 

 ･･･決定版を読んでもらい、意見を寄せて欲しい。また、これを基に論議してゆくことが大切。 

 

２）各自治体との懇談・要請、国への意見書、などの取り組みなど 

  第８期に向けての情報収集と要請 

 ・（再・未）都高齢者保健福祉計画の情報収集と分析をする。1月末のパブコメに向けて情報収集をする。 



・都内各自治体の第8期介護保険事業計画の運動・パブコメを収集したい 

   ･･･各自治体での8期計画案、パブコメを寄せて欲しい。 

 

３）引き続き「東京独自問題テーマ」とした学習会は検討 

・現場事例など身近な話をテーマにした学習会？ 

 

 

３、具体的な取り組みについて 

 １）社会福祉法改定問題学習会 

 ・12月26日（土）13時半～15時半 東京労働会館中会議室、Webも併用 

13時半～ 安達講師 講演と質疑 

14時半～ 二見さん（足立区）、山岸稲城議員 報告 

15時～ 交流・意見交換 

最大でも16時に終了 

 

  費用等 会場費：3,000円   、講師料：5,000円     、資料等印刷代：カンパ 

  ･･･資料作成、送付のため、申し込みを12月24日までとする。資料は25日送付。チラシにＱＲコードを

掲載する。可能な限りWeb参加を要請するが、環境がなく会場参加が増えることも予想され、第2会場

を準備する＝4階自治労連会議室。中会議室にパソコン、プロジェクターを持ち込む。 

 

 ２）12月14日（月）12～13時 巣鴨駅前宣伝 

 

 

４、当面の取り組みについて 

・１月３０～３１日（日） いのちと暮らしを守る税研修会 けんせつプラザ、web併用 

 

 ･･･第7期の時には自治体に介護事業計画についてのアンケートを実施したが、今回は実施しないのかとの意見

があった。計画確定前だと「不明」「未定」などの回答や算定条件などの違いもあり、結構大変だった。策

定後には数字が解った。今回、労力・力量対効果を考えると前回同様なことは実施せず。 

 

 

次回会議予定：１月１３日（水） １０時～  場所：労働会館4階・自治労連会議室 

              ＊定例会議は第２水曜日 



実施 都道府県 各県受 東京受件数 各県合計
1 東京 97 19 19
1 北海道 9 9

青森 2 2
山形 1 1

1 岩手 8 4 12
1 秋田 5 1 6

宮城 2 2
福島 4 4
栃木 3 3
茨城 2 2

1 埼玉 18 3 21
1 千葉 10 1 11
1 神奈川 20 1 21
1 山梨 2 2

群馬 1 1
長野 4 4
新潟 3 3
石川 3 3
福井 2 2

1 静岡 5 2 7
1 愛知 9 2 11
1 岐阜 2 2
1 三重 1 1
1 滋賀 5 5

奈良 1 1
1 京都 11 1 12
1 大阪 20 3 23
1 和歌山 1 1
1 兵庫 9 9

岡山 1 1
1 広島 8 8
1 山口 6 1 7

島根 1 1
1 香川 5 5

愛媛 2 2
1 高知 3 1 4

福岡 1 1
大分 1 1

1 宮崎 12 2 14
1 佐賀 0 2 2

長崎 1 1
熊本 1 1

1 鹿児島 5 5
沖縄 1 1

不明 17 17
24 271 97 271

鳥取 0
徳島 0
富山 0

2020.11.11 介護・認知症なんでも電話相談　相談件数
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「介護保険制度の抜本改革提言(案)」【決定版】 

 
2020 年 12 月 2 日 

中央社会保障推進協議会 
運営委員会 

 
本提言案の構成 
1. はじめに 
2. 施行 20年を経過した介護保険制度の問題点 
3. 介護保険制度の抜本的改革提言(案) 
(1) 介護保険制度の「抜本改革」案－本来の社会保険への転換をめざす制度の「再設計」  
(2) 当面の「緊急改善」案－現状の困難を打開するとともに、さらなる制度の後退を許さない 

4. おわりに 
 
1. はじめに 
新型コロナウイルス感染の拡大で「日本の社会保障制度の脆さ」があきらかになりました。医療施

設と共に、介護分野でも高齢者施設でクラスターが発生し、感染しても入院できない、またデイサー
ビスやショートステイが休止・縮小されて通えなくなるなど、多くの問題が明るみなりました。ひた
すら効率だけを追い求め、社会保障への公費負担を切り詰め、介護保険制度改悪して国民負担を強い
てきた結果がこれです。そして新しく誕生した菅内閣は、「自助」を前面に公的責任を放棄し「自分の
ことは自分」でやれと国民に強いています。 
2000 年介護保険制度は「介護の社会化」を掲げて導入されました。介護心中・介護殺人、介護離

職、認知症での家庭崩壊など介護をめぐる厳しい現実が改善されるとの期待する声が多くありまし
た。私たちは、高齢になっても一人ひとりが人間らしく豊かに、そして何よりも尊厳をもって暮らし
ていくことを期待していました。しかし、現実はその国民の期待に応えるものとなっていないのでは
ないでしょうか。介護を必要とする誰もが必要な公的介護サービスを自由に選択できるはずだった介
護保険の当初の理念は、忘却の彼方となっているのではないでしょうか。介護保険施行後 20 年を経た
今、もう一度、目指した「介護の社会化」とは何だったのか問い直したいと思います。 
介護保険制度は、高齢化社会を支え、高齢者とその家族、地域の暮らしを豊かにする社会保障制度

でなければなりません。憲法が規定する健康権を実現し、健康で文化的な生活を実現するための制度
としての機能を取り戻さなければなりません。私たちは介護改善運動を大いに広げ、世論を呼び起こ
し、政府の姿勢・施策を変えていくためにこの「介護保険制度の抜本改革提言(案)」を提起します。   
20 年を過ぎた介護保険制度の問題点、その抜本的な改革の方向性について私たちの考え方を示して

いますが、高齢者の皆さん、介護の当事者の皆さん、介護従事者・事業者、そして多くの国民・市
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民、介護保険や社会福祉に携わる行政の方々等とともにさらに意見交換し本提言案の内容を深化させ
ていきたいと思います。手を携え、国民の願う真の「介護の社会化」を実現していきましょう。 
 
2. 施行 20年を経過した介護保険制度の問題点 
 

現状の介護保険制度は、憲法で保障された「健康で文化的な」介護の制度とはとは大きく乖離をし
ています。高齢者が日々暮らしていく上で欠かせない介護サービスが充たされていないこと、そして
個々人の負担能力を超えた負担が強制されることにより十分な介護サービスを受けることができない
制度になっています。その底流にある日本社会の思想には、介護をはじめとしたケア労働の専門性を
認めず、女性が担当する仕事、子育てや家事をしながらできるものとの見方が根強くあります。そう
した中、専門職でなくても良い、社会の維持に必要不可欠な仕事であるにも関わらず、低賃金で恒常
的な人手不足をもたらしたまま介護職の地位を低くみる傾向があり、制度が形つくられてきているこ
とを重要視する必要があります。 
 
 第 1 の問題点は、高すぎる保険料、利用料負担の問題です。当初は国民の反発を抑えるために低く
抑えたものの、3年に一度の「介護保険事業計画」見直しごとに上がり続けています。現在、全国平均
でも基準保険料 5,869 円(月額)と高くなっていますが、政府はこれまで利用サービスを抑制つつ、保険
料を上げる改悪を進めてきました。多くの利用者は、介護保険料が天引きされ残りの年金でどれだけ
の「利用料」を負担できるか心配しながらサービスを利用することになります。また、特別養護老人
ホームなどの施設では、低所得者の利用料負担を低減する「補足給付」の制度も、適用要件が厳しく
なり負担が増してきています。今後、利用料負担を 1割から原則 2割にしていくことも企図されてい
ます。 
 第 2 に、利用するサービスが制限され自由に選択ができなくなってきています。「要介護認定」によ
り、利用者自身・その家族が必要とするサービスが受けれないとの悩みがあります。特別養護老人ホ
ームは、「要介護 3」以上でないと原則入所できない、訪問介護サービスの時間が短縮され生活援助の
利用回数の上限が設定される、2017 年からは「介護予防・日常生活支援事業(総合事業)」が全国的に
開始され「要支援 1、2」の方々のデイサービスや訪問介護はボランティアへ移行していく、さらに
2020 年には、総合事業の対象を「要介護認定者」全体に広げることを打ち出しました。認知症の方の
要介護認定が低く出る傾向があり、家族が必要だと思うサービス量とのギャップがあります。政府・
厚労省は、より重度の高齢者に介護サービスの利用を重点化するとして、比較的軽度の方々のサービ
ス利用を抑制し効率化を図っていく考えと説明していますが、「介護保険は使えなくなる」との危惧が
広がっています。そして、65 歳で障害者が要介護認定に申請をしないことを理由に障害福祉サービス
の更新を却下する問題があるとともに、中軽度の障害福祉サービスから外されていく問題も重要視し
ていく必要があります。 
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 第 3 に、介護サービスを提供する介護事業所は、介護報酬が低く固定化され、事業所運営が厳しい
状況になっています。特に、過去最大級のマイナス改定となった 2015 年介護報酬改定の影響は大き
く、倒産に至る介護事業所が急増しました。「基本報酬」に加えて条件を満たせば「加算」（上乗せ）
されますが、満たせない場合「減算」（減らされる）制度が強められてきています。小規模事業所では
その影響は大きく、地域に根づいて利用者を支えてきた訪問介護やデイサービスなどの事業所の存続
が非常に難しくなっています。 
第 4に、介護労働者の高齢年齢化が進み、今後介護労働者がさらに不足していくことが懸念されて

います。根本的問題は賃金が低く抑えられていて、介護労働者の賃金は全産業労働者の平均賃金より
月額 9万円も低いとの統計があり、このことが介護現場での「人手不足」「採用が困難」の最大の原因
ともなっています。また、人員配置基準によって各施設の介護体制が定まりますが、法定の基準では
十分な介護ができない現実があります。若い皆さんが希望をもって働けない職場に未来はありませ
ん。外国人労働者の活用を政府は企図していますが、「2025 年度末までに約 55 万人、年間 6万人程度
の介護人材を確保する必要がある」との厚生労働省の予測にこのままでは対応できる見通しが立って
いません。新型コロナウイルス感染でのデイサービスなどの自粛の背景にはこうした実情もあるので
す。 
第 5に、重要な問題として、「自立」理念がすりかえられたことがあげられます。必要なサービスを

利用しながらその人らしく生活していくという意味合いの「自立」ではなく、「自立＝サービスがいら
ない状態」とされました。そのことにより「尊厳の保持」抜きの「自立支援」（介護保険からの“卒業”
の強制）が横行しており、総合事業をはじめ、軽度給付の縮小・切り捨てを加速させる流れがつくら
れています。そしてそれを推し進めていくためにも、財政インセンティブの導入ですある。2017 年法
「改正」で、「自立支援」等に成果を挙げた自治体に「成績」に応じて交付金を傾斜配分する「保険者
機能強化推進交付金制度」が創設されてきました。給付の抑制に自治体を駆り立て、競わせる仕組み
であり、保険者機能自体を大きく歪めるものです。 
 
 さらに、現在議論が進められている全世代型社会保障改革は、「働き方も含めた改革を正にパッケー
ジ」として行い、年金、医療、介護、働き方など各制度全般にわたって改悪し、全世代に「負担増と
給付の削減」を強いるものです。高齢者をターゲットに負担増を迫り、高齢者の負担増をてこに「現
役世代」にも負担増を迫る、そして全世代に社会保障の給付を削減していく「全世代型」の社会保障
改悪です。今後引き続き、利用する介護サービスは縮小され、介護保険料は引き上げられ続けるとい
うまさに「保険あって介護なし」の改悪が強められていきます。 
2020 年の新型コロナウイルス感染拡大は、経営難、人手不足で疲弊しきっていた介護事業所、介護

従事者を直撃しています。マスク、ガウンなどの物資の不足、根本的には日常的にも不足していた厳
しい職員体制の中、職員は「いつ感染するか」「感染させてしまわないか」という強い不安と緊張を抱
きながら介護にあたり、利用者も不安な日々を送っています。コロナ禍を経験し、政府の介護施策の
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脆弱性、弱体化が浮き彫りなった今こそ、もう一度原点に立ち返り、抜本的な改革の方向性をご一緒
に探っていきたいと考えます。 
 
3. 介護保険制度の改革提言案 
 

(1)介護保険制度の「抜本改革」案－本来の社会保険への転換をめざす制度の「再設計」      
 

 介護保険制度は、「介護の社会化」という大きな期待を背負いつつも、利用者（受益者）負担、保険給付の上限設

定（支給限度額）をはじめ、出来るだけサービスの利用を抑え込む仕組みを組み込んで創設されました。施行後は、

政府による相次ぐ制度の見直しによって、利用者負担は引き上げられ、サービスは削られ、事業所に支払われる介護

報酬は低く抑え込まれる一方、介護保険料は右肩上がりに上昇を続けています。 

 こうした経過の中で利用者や介護現場での様々な困難が広がっており、さらに介護保険自体が、①「保険あって介

護なし」という制度の機能不全、②打開を見通せない深刻な介護の担い手不足、③保険料の支払い困難がまねく財

政破綻－という危機的な状況に直面しています。 

 高齢化の進展に伴い、介護の需要は今後いっそう増大していきます。いま必要なのは、創設時に立ち返った介護

保険制度の立て直し＝「再設計」です。憲法25条を土台にすえ、介護が必要な時に必要なサービスが保障される「必

要充足の原則」を貫いた「本来の社会保険」へと転換させることが必要です。そのためには、利用者・事業所の直接契

約に基づくサービス費補償方式（現金給付）から、国、自治体が介護保障に最終責任をもつ現物給付方式に切り替

えることが不可欠です。その裏付けとなる財政措置の強化（保険財政に対する国庫負担割合を大幅に増やす、介護

保険財政とは別立てで公費を大胆に投入する）も必要です。 

 

（１） 給付と負担のあり方に関わること 

① 介護保険料について 

○ 逆進的な定額負担ではなく、所得に応じた定率負担制に切り替える。市町村民税非課税者から保険料を徴収しない 

○ 年金天引き制度（特別徴収）、未納者・滞納者に対する制裁措置を廃止する 

○ 介護保険料の減免制度を法定化する 

 

② 利用者負担について 

○ 利用料は廃止する 

○ ホテルコスト（居住費・食費）については、施設への入所やサービス利用に支障を来さないよう必要な補償を行う 

 

③ サービス利用の仕組みについて 

○ 現行の要介護認定制度は廃止する。要支援・要介護度ごとに設定された保険給付の上限（区分支給限度額）は撤廃

し、利用者の介護の実態に見合った給付内容を保障する 

○ 利用するサービスの内容については、ケアマネジャーの裁量を高め、ケアマネジャーと本人、家族が協議して決定す

ることを基本とする仕組みに改める。その際、市町村は必要十分なサービスを確保できるよう責任を果たす 

 

④ 給付の体系について 
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○ 訪問看護、リハビリテーション等の医療系サービス、施設での医療提供については医療保険に戻す 

○ マネジメント業務（「公平・中立」が要請される居宅介護支援、介護保険対応にとどまらない役割をもつ地域包括支

援センター）は、介護保険から切り離し一般財源化を図る 

○ 一般介護予防事業は、介護保険から切り離し保健事業に移す 

 

（２） サービス提供のあり方に関わること 

① 介護報酬について 

○ 介護報酬をサービス利用の対価ではなく、「介護の質の維持・向上」「経営の安定性・継続性の担保」「働き続けられ

る労働環境の確保・維持」「感染症・自然災害等への適切な対処」等が可能となるよう、人件費をはじめとする必要経

費の補償を行う考え方に改める 

○ 基本報酬の底上げを図る。その上で、加算については政策誘導の手段ではなく、事業所の特徴的な取り組みを評

価する内容に改める 

○ 改定に際しては介護事業所の経営実態を適切に反映させる 

 

② 介護従事者の処遇改善・職員確保について 

○ 介護の公共性をふまえ、すべての介護従事者の賃金をその専門性にふさわしい水準を確立し引き上げる 

 

○ 行き届いたケアの実現、ケアの質の向上、実務負担の軽減、感染症・自然災害等の備え等が可能となるよう、現行

の人員配置基準を大幅に引き上げる 

○ 正規雇用を基本に、実効性のある職員確保対策を講じる。常勤換算方式は廃止する 

○ 養成施設に対する支援を強化する 

 

③ 介護サービス基盤整備に関して 

○ 特養建設等に対する助成制度の復活、民間事業所の参入が困難な地域における市町村直営事業への支援な

ど、介護サービス基盤整備に対する国の財政支援を抜本的に強化する 

○ 地域の実情に応じ、感染症・自然災害を想定した緊急時の介護サービスの提供支援体制を構築する 

○ 多様な事業者によって介護サービスが提供されることを前提に、介護の公共性が確保される仕組みをつくる 

 

（３） 制度理念について 

○ 「自立」の理念について、「介護サービスが要らない状態」ではなく、「必要な介護サービスを利用しながら、その人

らしく生活すること」に改める 

 

（４） 財政運営・保険者のあり方について 

○ 介護保険料と給付費が直接連動しないよう、財政運営や保険者のあり方を抜本的に見直す 

 

（５） 国・自治体（保険者）のサービス保障責任について 

○ 利用者・事業者の個別契約に基づくサービス費補償方式（現金給付）から現物給付方式に切り替え、国・自治体

（保険者）が介護サービス保障に最終責任を負う制度に転換する ※。 
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※＜解説：サービス費補償方式（現金給付）と現物給付方式＞ 

  個別契約に基づくサービス費補償方式（現金給付）か、現物給付方式かの問題は制度の根幹に関わる問題です。 

  医療保険では、保険者（健保組合など）が医療機関を通して医療を患者に現物として提供します。それに対して介護保険は、利

用者と事業所との契約に基いて、保険者（市町村）がサービス利用に必要な費用の 9 割分（利用料 1 割負担の場合）を利用者に

直接支給します（介護保険法 41条等）。利用者は 9割分の費用に残り 1割分の利用料を加えて事業者に支払うことでサービスの

提供を受ける（「購入する」）ことになります。ただし煩雑さを回避するために、実際はそのサービス費用を介護報酬というかたちに

変えて事業者が受領します（代理受領）。 

  つまり利用者と事業所との関係では、利用者は費用の対価として現物のサービス（訪問介護など）を受け取る形になりますが、保

険制度のもっとも基本な関係となる保険者（＝市町村）と被保険者（＝利用者）との間では、サービス費用の授受（現金給付）の関

係になることがポイントです。 

  そのため保険者である市町村は、介護サービス費用を支給する責任は負うものの、そのサービス費が必要十分な水準か、その

サービス費を使って利用者が必要なサービスを利用できているのかにまで関知する必要はありません。この点に現在の介護保険

が公的責任の度合いが薄く、「必要充足」原則から乖離した制度となっている根本的な原因があります。 

保険給付の上限が金額として自在に設定可能なのも（区分支給限度額）、介護職員の処遇改善部分を報酬上加算として切り分け

られるのも（処遇改善加算）、医療保険と異なり、サービス費を支給する方式（現金給付）だからです。 

 同じ社会保険でありながら、必要な医療（医師や看護師などの人件費をふくめて）が丸ごと提供される現物給付の医療保険と大

きな違いがあります。 

 

（6）関連する制度の見直しについて 

○ 様々な事情で介護保険の利用に困難を抱える高齢者への対応や、介護保険給付ではカバーできない支援を可

能とするために、公費による高齢者福祉制度（現行老人福祉法）の拡充を図る 

○ 「介護保険 65歳優先原則」を規定した現行障害者総合支援法第 7条を廃止する 

 

 

 (2)当面の「緊急改善」案－現状の困難を打開するとともに、さらなる制度の後退を許さない    
 

 当面の課題は、利用者、事業所、介護従事者が現状で抱えている困難を早急に打開するための制度の緊急改善

をはかることです。これまで政府が進めてきた給付削減・負担増の制度見直しは利用者・家族に深刻な介護困難・生

活困難をもたらしています。重い利用料負担のため必要な介護サービスの利用を断念するケースはあとをたちませ

ん。家族の介護を理由に仕事を辞めざるを得ない「介護離職」は毎年 10 万人前後で推移しています。「介護心中・介

護殺人」と称される痛ましい事件もたびたび報じられています。高齢者の生活を支える介護事業では、厳しい経営難

と深刻な人手不足が続いています。 

 また、強い反対の声を前に先送りとなった「ケアプランの有料化」「要介護１、２の訪問介護等の地域支援事業への

移行」などの見直し案は、3年後の「改正」において「引き続き検討する」とされています。これ以上制度を後退させるこ

とは絶対に許すことはできません。 

 

（１） 介護保険制度の緊急改善 
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① 費用負担について   

○ 利用料の 2割負担、3割負担を 1割に戻す。低所得者を対象とした利用料の減免措置を講じる 

○ 補足給付（低所得者＝市町村民税非課税者を対象とした施設等の入居費・食費の負担軽減制度）の「資産要件」

「配偶者要件」を撤廃する。認知症グループホーム、特定施設に対象を拡大する。2021年 8月から実施が予定されて

いる補足給付の新たな見直し（食費の引き上げなど）の実施をとりやめる 

○ 公費を投入して介護保険料を引き下げる 

 

② 認定システム、保険給付の上限について 

○ 軽度に判定されやすい認知症など、個々の状態が正確に反映されるよう認定システムの大幅な改善を図る 

○ 区分支給限度額を大幅に引き上げる 

 

③ 給付、サービス基盤の整備について 

○ 総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の「従前相当サービス」を保険給付（現行予防給付）に戻すこと。要

介護者（要介護１～５）に対象を広げる「弾力化」は撤回する 

○ 特養の入所対象を要介護１以上に戻す 

○ 生活援助を「一定回数以上」利用する場合のケアプランの届出制を廃止する 

○ 福祉用具貸与について、貸与価格の上限設定をとりやめる 

○ 特養などの施設建設や地域密着型サービスの整備に対する財政支援を強める 

 

④ 介護報酬について 

○ 介護報酬の土台となる基本サービス費（基本報酬）の大幅な底上げを図る 

○ 新型コロナウイルス感染症に伴う新たな事業環境（「密」の回避など）にふさわしい報酬・諸基準に見直す 

○ 改定に際しては小規模事業所などの経営実態を適切に反映させる 

○ サービス利用に支障が生じないよう、利用料の負担を軽減させる措置を講じる 

 

⑤ 介護保険財政について 

○ 以上の制度改善、高齢者の介護保険料負担の軽減を実現するために、保険財政における国庫負担割合を大幅に

引き上げる（当面 5割まで引き上げる） 

 

（２） 介護従事者の処遇改善、働く環境の整備 

○ 介護施設・病院等の就業場所や職種を問わず、すべて介護従事者の給与を少なくとも全産業平均水準まで引き

上げる。その財源は消費税以外の国費で賄う 

○ 介護従事者を大幅に増やす。介護ロボット、ＩＣＴの導入による人員配置基準の緩和・削減を行わない 

 

（３） 保険者機能に関すること 

○ 介護給付費の削減を目的にした「適正化」事業を廃止する 

○ 保険者を給付の抑制に駆り立て、競わせる保険者機能強化推進交付金制度、保険者努力支援制度など財政インセ

ンティブ政策を廃止する 
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○ すべての自治体に介護・福祉行政を担う専門職を配置する 

 

（４） 新型コロナウイルス感染症への対応－現状の困難の打開と今後の備え 

○ 衛生用品・防護具の安定的な供給、介護従事者・利用者・家族に対する必要なＰＣＲ検査の迅速な実施、介護従

事者への支援など、新型コロナウイルス感染症に対する対策を強化する 

○ 介護事業所での感染対策に伴うかかり増し費用、利用控えによる減収分を公費で補填する 

 

（５） これ以上の制度の後退を許さない～次期の見直し（２０２３年法「改正」）に向けて 

（以下の見直し案を検討・実施に移さない） 

＊ 被保険者・受給者範囲の見直し（被保険者の年齢を 30歳以上に引き下げ） 

＊ ケアプランの有料化 

＊ 要介護１、２の生活援助、通所介護等の地域支援事業への移行 

＊ 多床室の室料負担の拡大（老健、介護療養、介護医療院の多床室での居住費徴収） 

＊ 補足給付の資産要件拡大（預貯金だけではなく、固定資産税の申告に基づく不動産の評価を追加） 

＊ 現役並み所得、一定以上所得の判断基準の見直し（利用料 2割、3割の対象拡大） 

 

4. さいごに 
介護保険法が１９９７年１２月に成立し、２０００年４月からの実施を前にして関係者や国民から

不安や負担増を懸念する声が上がり、見直しを求める運動は粘り強く広がってきました。中央社保協
は当初から介護保険の持つ問題点を具体的に明らかにしながら、対政府・国会に対する運動と各自治
体に対する改善要求の取り組みをすすめてきました。 
介護保険開始以降この 20年の中で、そしてこの間のコロナ禍を通じて介護保険制度の脆弱性がいよ

いよ明確になってきました。2020 年秋、厚生労働省は省令改正で総合事業を要介護認定者全体に広げ
ようとしています。「介護保険からの卒業」そして「介護保険は使わせない」流れが強化されているも
のと感じます。もう黙ってはいられない！そんな思いを持たれているのではないでしょうか。 
政府は、これまで介護を必要とする高齢者をはじめ私たち国民の実態や意見にどれだけ向き合って

きたでしょうか。介護保険制度の持続可能性を口実に、国民の介護や暮らしの持続性は後景に追いや
り介護保険を解体してきました。当事者である高齢者自身が声を上げるのには困難も多く、また介護
する家族の多くも一人で介護を背負い込み孤立しています。介護改善運動に取り組む諸団体、介護事
業者など力を合わせて、当事者の皆さんとともに世論作りと政府への働きかけを強めていきたいと考
えています。 
2020 年 9 月に発足した菅内閣がさらに進めようとしている「自助・共助・公助、そして絆」の社会

は、自助を基本とする自己責任の社会であり、社会保障・社会福祉に対する政府の責任を放棄する社
会でもあります。介護保険制度においてもける「自立」「介護保険からの卒業」が強制される社会へさ
らに突き進んでいくことは、これまでの施策で明らかではないでしょうか。 
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「介護保険制度」で本当に国民が願う介護が実現するのか、との意見もあります。今回は現在の保
険制度を前提にその改革のための提言案を提案していますが、「高齢」といういわば「リスク」を抱え
た方々を主たる加入対象とする保険制度の「限界」についての指摘もあります。介護保険の根本的な
矛盾や本来求められる高齢者介護の制度的保障のあり方、改革の方向についても、今後議論し共有し
合うことが大切になっていると考えます。そして、改革のための財源についても、議論を深め一致点
をつくることが必要です。 
私たちは、日本国憲法の目指している権利としての介護保障、権利としての社会保障の実現へむけ

てご一緒に考えていきたいと思います。そして、介護保険改善の運動においても広範な団体・個人の
皆さんと連携を広げ深めていくための一助になるよう、介護改善運動の「羅針盤」となるよう、ぜひ
この「介護保険制度の抜本改革提言(案)」について意見交換や議論で深めていただけますように呼びか
けます。 
 

以上 
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１
諮
問
事
項
：
東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
の

改
定
に
つ
い
て1



～
令
和
２
年
８
月

区
市
町
村
等
と
の
東
京
都
国
民
健
康
保
険
連
携
会
議
に
お
け
る
意
見
交
換

９
月

第
１
回
東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
で
国
保
運
営
方
針
の
改
定
に
つ
い
て
諮
問

12月
第
２
回
東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
で
国
保
運
営
方
針
の
改
定
に
つ
い
て
答
申

12月
改
定
国
保
運
営
方
針
の
決
定
・公
表

（
国
保
法
第
8
2
条
の
2
第
7
項
）

運
営
方
針
改
定
の
流
れ

９
月
～
10月

国
保
運
営
方
針
改
定
案
に
つ
い
て
意
見
公
募

国
保
運
営
方
針
改
定
案
に
つ
い
て
意
見
聴
取
（国
保
法
第
8
2
条
の
2
第
6
項
）

2

（改
定
後
、
事
務
の
実
施
状
況
の
検
証

→
  ３
年
後
の
見
直
し
）



東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
改
定
案
に
係
る
意
見
募
集
の
結
果
に
つ
い
て

○
意
見
募
集
期
間

令
和
２
年
９
月
１
７
日
か
ら
令
和
２
年
１
０
月
１
９
日
ま
で

○
意
見
提
出
数

個
人
：
３
名

団
体
：
１
団
体

運
営
方
針
該
当
箇
所

寄
せ
ら
れ
た
意
見
等
（
要
旨
）

都
の
考
え
方

第
１
章

方
針
策
定
の
趣
旨

１
策
定
の
目
的

○
都
道
府
県
知
事
会
な
ど
は
、
国
に
対
し
て
国
民
健
康
保
険
へ
の
財

政
支
援
を
要
求
し
て
い
る
が
、
地
方
自
治
法
第
１
条
の
２
に
記
載
の

と
お
り
、
社
会
保
障
を
進
め
る
上
で
は
都
道
府
県
等
に
対
し
て
も
財

政
支
出
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
視
点
に
立
ち
、
都
は
国

民
健
康
保
険
運
営
方
針
を
定
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

〇
都
は
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の
健
全
か
つ
安
定
的
な
運
営
を
図
る

た
め
に
法
令
等
に
基
づ
き
財
政
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

○
国
民
健
康
保
険
事
業
は
、
国
（
法
制
定
者
）
、
都
道
府
県
と
市
区

町
村
（
事
業
運
営
者
）
及
び
被
保
険
者
（
事
業
享
受
者
）
が
一
体
と

な
っ
て
共
通
認
識
の
下
で
運
営
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

国
民
健
康
保
険
法
第
１
条
が
掲
げ
る
理
念
や
目
的
を
「
運
営
方
針
策

定
の
趣
旨
」
の
冒
頭
に
掲
げ
る
こ
と
を
提
案
す
る
。

〇
本
運
営
方
針
は
、
国
民
健
康
保
険
法
に
基
づ
き
策
定
す
る
も
の
で

あ
り
、
「
第

1
章

1
策
定
の
目
的
」
に
お
い
て
は
、
先
般
の
制
度
改

革
の
内
容
を
踏
ま
え
て
運
営
方
針
の
策
定
目
的
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

第
２
章

国
民
健
康
保
険
制
度
の
意
義
と
保
険
者

が
果
た
す
べ
き
役
割

○
「
被
保
険
者
間
の
相
互
扶
助
を
基
本
と
し
た
社
会
保
険
制
度
」
と

い
う
表
現
は
憲
法
・
地
方
自
治
法
の
規
定
か
ら
す
る
と
不
適
切
で
あ

り
、
「
国
等
の
財
政
補
助
と
被
保
険
者
等
の
保
険
料
等
を
基
礎
と
し

た
社
会
保
障
制
度
で
あ
り
」
と
記
載
す
べ
き
。

〇
社
会
保
障
制
度
は
、
大
き
く
は
、
「
公
的
扶
助
」
と
「
社
会
福

祉
」
と
「
社
会
保
険
」
に
分
か
れ
る
と
す
る
の
が
、
学
問
上
の
通
説

で
す
。

〇
平
成
１
８
年
３
月
の
最
高
裁
判
決
（
旭
川
市
国
保
料
訴
訟
）
で
は
、

「
国
民
健
康
保
険
が
強
制
加
入
と
さ
れ
、
保
険
料
が
強
制
徴
収
さ
れ

る
の
は
保
険
給
付
を
受
け
る
被
保
険
者
を
、
な
る
べ
く
保
険
事
故
を

生
じ
る
者
全
部
と
し
、
保
険
事
故
に
よ
る
個
人
の
経
済
的
損
害
を
加

入
者
相
互
に
分
担
す
べ
き
と
す
る
、
社
会
保
険
と
し
て
の
国
民
健
康

保
険
の
目
的
及
び
性
質
に
由
来
す
る
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
保
険
料
に
つ
い
て
、
賦
課
総
額
を
世
帯
主
に
応
分
に
負
担

さ
せ
る
こ
と
は
「
相
互
扶
助
の
精
神
に
基
づ
く
国
民
健
康
保
険
に
お

け
る
保
険
料
徴
収
の
趣
旨
に
沿
う
」
と
し
て
お
り
、
判
例
に
お
い
て

も
、
国
民
健
康
保
険
は
相
互
扶
助
の
精
神
に
基
づ
く
社
会
保
険
で
あ

る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

〇
平
成
２
９
年
６
月
の
参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会
及
び
平
成
３
１
年

２
月
の
参
議
院
予
算
委
員
会
で
、
厚
生
労
働
大
臣
は
、
「
国
民
健
康

保
険
は
被
保
険
者
全
体
の
相
互
扶
助
で
支
え
ら
れ
て
い
る
」
と
答
弁

し
て
お
り
、
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
も
、
国
民
健
康
保
険
は
相
互
扶

助
に
よ
る
制
度
で
あ
る
と
説
明
し
て
い
ま
す
。

〇
以
上
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
社
会
保
険
制
度
の
一
つ
と

し
て
、
相
互
扶
助
の
考
え
方
に
立
っ
た
制
度
で
あ
る
と
認
識
し
て
い

ま
す
。

○
「
被
保
険
者
間
の
相
互
扶
助
を
基
本
と
し
た
社
会
保
険
制
度
」
と

い
う
表
現
は
不
適
切
で
あ
る
。
国
民
健
康
保
険
は
助
け
合
い
の
制
度

で
は
な
く
社
会
保
障
で
あ
り
、
「
社
会
保
険
制
度
」
を
「
社
会
保
障

制
度
」
に
修
正
し
、
法
に
基
づ
く
制
度
の
意
義
と
保
険
者
の
果
た
す

べ
き
役
割
を
明
確
に
示
す
べ
き
。
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運
営
方
針
該
当
箇
所

寄
せ
ら
れ
た
意
見
等
（
要
旨
）

都
の
考
え
方

第
２
章

国
民
健
康
保
険
制
度
の
意
義
と
保
険
者

が
果
た
す
べ
き
役
割

○
保
険
料
拠
出
の
仕
組
み
そ
の
も
の
が
相
互
扶
助
の
仕
組
み
で
あ
る

こ
と
は
当
然
の
事
実
で
あ
る
た
め
強
調
す
る
必
要
は
な
く
、
相
互
扶

助
と
い
う
文
言
は
不
要
と
考
え
る
。

ま
た
、
国
保
法
第
１
条
で
は
国
保
事
業
は
「
相
互
扶
助
」
を
基
本

と
す
る
の
で
は
な
く
、
住
民
の
自
律
を
保
障
す
る
「
社
会
保
障
」
と

し
て
の
事
業
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
「
被

保
険
者
間
の
相
互
扶
助
の
仕
組
み
を
活
用
し
、
社
会
保
障
の
向
上
を

め
ざ
す
社
会
保
険
制
度
」
と
す
べ
き
。

○
前
頁
に
記
載
の
と
お
り
で
す
。

○
「
国
民
皆
保
険
制
度
」
と
い
う
文
言
は
現
在
の
運
用
の
実
際
と
は

そ
ぐ
わ
な
い
の
で
は
な
い
か
。
「
国
民
」
と
い
う
文
言
を
か
ぶ
せ

る
こ
と
に
よ
り
、
外
国
人
は
加
入
を
排
除
す
る
よ
う
な
誤
解
を
招

き
か
ね
ず
、
「
皆
保
険
制
度
」
で
よ
い
の
で
は
な
い
か
。

〇
医
療
保
険
制
度
全
般
の
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
は
、
「
我
が
国
の
、

医
療
制
度
は
、
す
べ
て
の
国
民
が
健
康
保
険
や
国
民
健
康
保
険
と

い
っ
た
公
的
な
医
療
保
険
制
度
に
加
入
し
、
い
つ
で
も
必
要
な
医
療

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
国
民
皆
保
険
制
度
を
採
用
し
て
い
る
。
」

と
説
明
し
て
い
ま
す
。

○
「
構
造
的
問
題
」
を
解
決
し
財
政
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
に
は
、

国
や
都
が
財
政
支
援
を
増
や
し
、
高
す
ぎ
る
保
険
料
（
税
）
を
引

き
下
げ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
点
の
記
載
を
追
加
す
べ
き
。

○
本
運
営
方
針
は
、
東
京
都
と
都
内
区
市
町
村
が
一
体
と
な
っ
て
、

国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
事
務
を
共
通
認
識
の
下
で
実
施
し
、
安
定

的
な
財
政
運
営
及
び
区
市
町
村
が
担
う
国
民
健
康
保
険
事
業
の
広
域

化
・
効
率
化
を
推
進
す
る
た
め
、
都
内
の
統
一
的
な
方
針
と
し
て
策

定
す
る
も
の
で
す
。

〇
今
後
も
医
療
費
の
増
す
う
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
国
保
制
度
を
安

定
的
で
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る
に
は
、
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
が
、

制
度
の
運
営
状
況
を
検
証
し
、
そ
の
責
任
に
お
い
て
、
財
源
の
確
保

も
含
め
た
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
都
は
、

国
に
対
し
て
提
案
要
求
し
て
い
ま
す
。

○
「
国
の
財
政
支
援
の
拡
充
」
と
あ
る
が
、
公
費
３
，
４
０
０
億
円

の
う
ち
、
２
０
１
５
年
度
に
導
入
し
た
低
所
得
者
対
策
（
保
険
基
盤

安
定
制
度
「
保
険
者
支
援
分
」
）
に
お
け
る
１
，
７
０
０
億
円
の
国

の
負
担
分
は
１
／
２
で
あ
る
な
ど
国
の
新
た
な
財
源
負
担
は
極
め
て

僅
か
で
あ
り
、
国
は
国
保
の
改
善
の
た
め
も
っ
と
負
担
す
べ
き
。

○
保
険
者
が
果
た
す
べ
き
役
割
に
、
「
国
民
健
康
保
険
制
度
を
国
民

皆
保
険
制
度
の
要
と
し
て
運
営
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
」

「
国
民
健
康
保
険
が
持
続
可
能
な
制
度
と
な
る
こ
と
は
被
保
険
者
だ

け
で
は
な
く
、
す
べ
て
の
住
民
に
関
係
す
る
こ
と
で
あ
る
」
「
低
所

得
者
の
方
々
も
安
心
し
て
医
療
に
か
か
る
こ
と
が
で
き
る
持
続
的
な

国
民
健
康
保
険
制
度
と
し
て
機
能
す
る
よ
う
継
続
を
図
る
」
を
明
記

す
べ
き
。

〇
第
２
章
に
は
、
「
国
民
健
康
保
険
は
、
住
民
で
あ
る
被
保
険
者
を

対
象
と
し
て
、
病
気
、
け
が
、
出
産
及
び
死
亡
の
場
合
に
保
険
給
付

を
行
い
、
も
っ
て
被
保
険
者
の
健
康
の
保
持
増
進
を
図
る
、
被
保
険

者
間
の
相
互
扶
助
を
基
本
と
し
た
社
会
保
険
制
度
で
あ
り
、
国
民
皆

保
険
制
度
の
基
礎
を
な
す
も
の
で
あ
る
」
と
記
載
し
て
い
ま
す
。

〇
今
後
も
医
療
費
の
増
す
う
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
国
保
制
度
を
安

定
的
で
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る
に
は
、
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
が
、

制
度
の
運
営
状
況
を
検
証
し
、
そ
の
責
任
に
お
い
て
、
財
源
の
確
保

も
含
め
た
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
都
は

引
き
続
き
、
国
に
対
し
て
提
案
要
求
し
て
い
き
ま
す
。
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運
営
方
針
該
当
箇
所

寄
せ
ら
れ
た
意
見
等
（
要
旨
）

都
の
考
え
方

第
３
章

国
民
健
康
保
険
の

医
療
に
要
す
る
費

用
及
び
財
政
の
見

通
し

１被
保
険
者
の

概
況

（
５
）

所
得
の
状
況

○
都
平
均
だ
け
で
は
な
く
全
国
平
均
の
値
も
表
に
加
え
る
べ
き
。

○
御
意
見
を
踏
ま
え
全
国
平
均
の
値
を
表
に
追
加
し
ま
し
た
。

４医
療
費
と
財
政
の

将
来
の
見
通
し

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
防
止
と
被
保
険
者
等

の
健
康
を
守
る
中
で
誰
も
が
受
診
で
き
る
よ
う
、
「
資
格
証
明
書
の

発
行
停
止
と
保
険
証
発
行
」
「
保
険
料
（
税
）
の
減
免
」
「
傷
病
手

当
金
の
創
設
」
「
一
部
負
担
金
の
減
免
」
等
を
位
置
付
け
た
見
通
し

と
す
べ
き
。

○
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
影
響
が
令
和
３
年
度

以
降
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
く
か
に
つ
い
て
は
現
段
階
で
は
予
測

が
困
難
で
す
。

○
感
染
拡
大
の
影
響
を
踏
ま
え
た
対
応
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
国
の

動
向
等
を
注
視
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
時
々
の
状
況
に
応
じ
て
適
切

に
判
断
し
て
い
き
ま
す
。

５財
政
収
支
の
改

善
に
係
る
基
本

的
な
考
え
方

○
予
算
編
成
に
お
い
て
、
支
出
が
医
療
費
の
見
込
み
を
上
回
る
場
合

に
は
、
当
然
な
が
ら
公
費
も
投
入
さ
れ
る
た
め
、
保
険
料
（
税
）
の

確
保
の
必
要
性
の
み
を
記
載
す
る
の
は
、
被
保
険
者
の
保
険
料

（
税
）
の
負
担
増
の
み
を
求
め
て
い
る
印
象
を
与
え
る
こ
と
か
ら
、

記
載
を
工
夫
す
べ
き
。

○
御
意
見
を
踏
ま
え
修
正
し
ま
し
た
。

（
修
正
案
）

よ
っ
て
、
本
来
は
、
支
出
が
増
え
た
場
合
に
は
、
公
費
負
担
の
ほ

か
、
そ
れ
を
賄
う
保
険
料
（
税
）
収
入
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
る
が
、
…
…

○
「
国
民
皆
保
険
制
度
の
機
能
を
果
た
す
た
め
に
被
保
険
者
の
保
険

料
（
税
）
の
負
担
が
過
重
に
な
ら
な
い
よ
う
一
般
会
計
繰
入
又
は
国

保
法
第
７
５
条
に
基
づ
く
補
助
金
の
交
付
を
行
う
」
旨
の
文
言
を
追

加
す
べ
き
。

○
国
保
財
政
を
安
定
的
に
運
営
し
て
い
く
た
め
に
は
、
国
民
健
康
保

険
が
一
会
計
年
度
単
位
で
行
う
短
期
保
険
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
原

則
と
し
て
、
区
市
町
村
の
国
保
財
政
に
お
い
て
必
要
と
な
る
支
出
を

保
険
料
（
税
）
や
国
庫
負
担
金
等
に
よ
り
賄
う
こ
と
に
よ
り
、
国
保

特
別
会
計
に
お
い
て
収
支
が
均
衡
し
て
い
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

○
区
市
町
村
の
判
断
に
よ
り
一
般
会
計
か
ら
国
保
特
別
会
計
へ
の
繰

入
を
行
う
こ
と
は
可
能
で
す
が
、
都
内
区
市
町
村
に
お
い
て
は
、
決

算
補
填
等
を
目
的
と
し
た
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
等
の
解
消
・
削
減

す
べ
き
赤
字
に
つ
い
て
は
計
画
的
・
段
階
的
な
解
消
・
削
減
が
図
ら

れ
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

○
「
給
付
と
負
担
の
関
係
が
不
明
確
と
な
る
」
と
あ
る
が
、
国
保
事

業
会
計
上
、
支
出
と
収
入
の
経
理
は
明
確
で
あ
る
。

○
「
国
保
加
入
者
以
外
の
住
民
に
も
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
な
る
」

と
あ
る
が
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
受
益
者
だ
け
が
納
税
者
で

あ
る
わ
け
で
は
な
く
、
限
ら
れ
た
一
般
財
源
を
ど
の
よ
う
に
活
用
す

る
か
ど
う
か
は
、
自
治
体
の
裁
量
に
よ
る
。
文
章
全
体
を
削
除
す
る

の
が
望
ま
し
い
。

６赤
字
解
消
・
削

減
の
取
組

○
一
般
会
計
繰
入
は
、
各
区
市
町
村
の
被
保
険
者
等
の
事
情
を
勘
案

し
て
行
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
解
消
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
。
都
道
府
県
及
び
区
市
町
村
の
財
政
支
援
を
増
額
す
べ
き
。
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運
営
方
針
該
当
箇
所

寄
せ
ら
れ
た
意
見
等
（
要
旨
）

都
の
考
え
方

第
３
章

国
民
健
康
保
険
の

医
療
に
要
す
る
費

用
及
び
財
政
の
見

通
し

６赤
字
解
消
・
削

減
の
取
組

○
医
療
費
、
被
保
険
者
１
人
当
た
り
所
得
、
保
険
料
（
税
）
、
決
算

補
填
等
目
的
の
一
般
会
計
繰
入
金
等
の
状
況
が
都
内
区
市
町
村
間
で

大
き
く
異
な
る
た
め
、
保
険
料
（
税
）
の
統
一
は
困
難
で
は
な
い
か
。

○
保
険
料
（
税
）
水
準
の
統
一
に
向
け
て
は
、
医
療
費
指
数
反
映
係

数
（
α
）
の
設
定
、
保
険
料
（
税
）
の
算
定
方
式
の
統
一
、
賦
課
割

合
の
統
一
等
、
多
く
の
検
討
課
題
が
あ
る
た
め
、
区
市
町
村
と
丁
寧

な
議
論
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

○
「
法
定
外
」
一
般
会
計
繰
入
金
と
記
載
し
て
い
る
が
、
被
保
険
者

に
と
っ
て
は
「
法
定
外
」
で
は
な
く
国
保
法
第
７
５
条
に
基
づ
く
補

助
金
で
あ
り
、
当
然
支
出
（
繰
入
）
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
考
え
て

い
る
。
行
政
が
「
法
定
外
」
と
し
て
扱
う
こ
と
は
不
当
で
あ
る
。

○
国
が
区
市
町
村
に
お
い
て
削
減
・
解
消
す
べ
き
赤
字
を
区
市
町
村

の
国
保
特
別
会
計
に
お
け
る
「
決
算
補
填
等
目
的
の
法
定
外
一
般
会

計
繰
入
金
」
及
び
「
繰
上
充
用
金
の
新
規
増
加
分
」
と
定
義
し
て
い

る
こ
と
を
踏
ま
え
、
本
運
営
方
針
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

○
自
治
体
（
都
道
府
県
及
び
区
市
町
村
）
の
財
政
負
担
が
低
す
ぎ
る

こ
と
、
住
民
の
生
命
と
健
康
を
守
る
の
は
自
治
体
の
責
務
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
国
保
の
財
政
運
営
の
責
任
主
体
と
し
て
よ
り
多
く
の
財
政

負
担
を
す
べ
き
。

○
国
民
健
康
保
険
は
法
に
基
づ
く
全
国
統
一
の
制
度
で
あ
り
、
そ
の

制
度
上
の
課
題
は
、
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
が
、
責
任
を
持
っ
て
対

応
す
べ
き
で
す
。

○
今
後
も
医
療
費
の
増
す
う
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
国
保
制
度
を
安

定
的
で
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る
た
め
に
は
、
制
度
設
計
者
で
あ
る

国
が
制
度
の
運
営
状
況
を
検
証
し
、
そ
の
責
任
に
お
い
て
、
財
源
の

確
保
も
含
め
た
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、

都
は
引
き
続
き
、
国
に
対
し
て
提
案
要
求
し
て
い
き
ま
す
。

第
４
章

区
市
町
村
に
お
け

る
保
険
料
（
税
）

の
標
準
的
な
算
定

方
法
に
関
す
る
事

項

２納
付
金
及
び
標
準

保
険
料
率
の
基
本

的
な
考
え
方

○
「
１
保
険
料
（
税
）
の
概
要
」
（
６
）
一
人
当
た
り
の
保
険
料

（
税
）
の
記
載
を
踏
ま
え
、
国
保
被
保
険
者
に
と
っ
て
は
払
い
た
く

と
も
払
え
な
い
高
す
ぎ
る
保
険
料
（
税
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
「
被

保
険
者
の
保
険
料
（
税
）
が
生
活
実
態
と
見
合
っ
た
保
険
料
（
税
）

と
な
る
よ
う
に
す
る
」
旨
の
記
載
を
追
加
す
べ
き
、
ま
た
、
そ
の
た

め
の
具
体
的
な
方
法
を
検
討
し
記
載
す
べ
き
。

第
５
章

区
市
町
村
に
お
け

る
保
険
料
（
税
）

の
徴
収
の
適
正
な

実
施
に
関
す
る
事

項

３収
納
率
向
上
対
策

の
推
進

○
収
納
率
向
上
対
策
に
携
わ
る
職
員
が
、
基
礎
的
・
専
門
的
な
知
識

を
身
に
つ
け
た
上
で
そ
れ
を
実
践
で
き
る
よ
う
な
具
体
的
な
支
援
プ

ロ
グ
ラ
ム
を
期
待
す
る
。

○
テ
ー
マ
別
研
修
や
実
地
支
援
を
通
じ
て
、
区
市
町
村
が
滞
納
整
理

を
進
め
る
た
め
の
体
制
づ
く
り
を
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

第
６
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
給
付
の
適
正

な
実
施
に
関
す
る
事
項

○
研
修
、
監
査
、
指
導
等
、
柔
道
整
復
療
養
費
等
の
支
給
の
適
正
化

を
進
め
る
た
め
の
体
制
構
築
を
行
う
べ
き
。

○
講
習
会
の
実
施
や
区
市
町
村
の
療
養
費
支
給
の
体
制
の
充
実
強
化

に
関
す
る
取
組
へ
の
財
政
支
援
、
指
導
・
監
査
の
実
施
等
、
支
給
の

適
正
化
に
向
け
た
取
組
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

○
求
償
事
務
や
精
算
業
務
の
委
託
の
適
正
化
を
図
る
た
め
、
委
託
内

容
の
履
行
結
果
に
対
す
る
評
価
・
監
査
を
徹
底
す
べ
き
。

○
求
償
事
務
等
に
つ
い
て
は
、
区
市
町
村
へ
の
指
導
検
査
等
に
お
い

て
指
導
・
助
言
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。
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運
営
方
針
該
当
箇
所

寄
せ
ら
れ
た
意
見
等
（
要
旨
）

都
の
考
え
方

第
7
章

医
療
費
の
適
正
化

の
取
組
に
関
す
る

事
項

１保
健
事
業
実
施
計

画
（
デ
ー
タ
ヘ
ル

ス
計
画
）
の
推
進

○
計
画
の
策
定
、
実
施
及
び
評
価
に
つ
い
て
は
、
都
、
区
市
町
村
、

関
連
行
政
機
関
、
公
共
団
体
、
民
間
団
体
、
都
民
な
ど
多
様
な
メ
ン

バ
ー
構
成
で
進
め
る
と
と
も
に
色
々
な
視
点
か
ら

P
D

C
A
サ
イ
ク
ル

を
十
分
に
活
用
し
て
実
施
す
べ
き
。

〇
保
健
事
業
実
施
計
画
（
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
）
の
推
進
に
当
た
っ

て
は
、
御
意
見
の
と
お
り
、
第
三
者
の
視
点
を
取
り
入
れ
な
が
ら

P
D

C
A
サ
イ
ク
ル
に
沿
っ
た
事
業
展
開
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
あ
り
、
今
後
も
、
東
京
都
国
保
連
合
会
が
設
置
し
た
保
健
事
業
支

援
・
評
価
委
員
会
に
お
け
る
計
画
の
内
容
の
確
認
・
評
価
や
、
都
に

お
け
る
外
部
有
識
者
に
よ
る
実
地
支
援
を
し
て
い
き
ま
す
。

５後
発
医
薬
（
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
医
薬

品
）
の
使
用
促
進

○
後
発
医
薬
品
（
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
）
の
広
報
・
普
及
啓
発
活

動
に
つ
い
て
は
、
東
京
都
医
師
会
等
へ
の
形
式
的
な
協
力
依
頼
で
は

な
く
、
積
極
的
な
協
力
体
制
を
図
り
、
被
保
険
者
へ
の
周
知
を
図
る

べ
き
。

〇
後
発
医
薬
品
の
使
用
促
進
に
当
た
っ
て
は
、
御
意
見
の
と
お
り
、

関
係
者
と
の
連
携
が
重
要
で
あ
り
、
普
及
啓
発
や
情
報
提
供
等
の
取

組
の
推
進
に
当
た
り
、
今
後
と
も
、
東
京
都
医
師
会
、
東
京
都
薬
剤

師
会
等
と
連
携
し
て
い
き
ま
す
。

第
1

0
章

施
策
の
実
施
の
た

め
に
必
要
な
都
及

び
区
市
町
村
間
の

連
絡
調
整
等

２広
報
・
普
及
啓
発

活
動

４そ
の
他

○
緊
急
な
医
療
・
社
会
動
態
の
変
化
が
あ
る
際
に
は
、
そ
の
解
決
を

優
先
し
、
国
保
運
営
方
針
の
記
載
に
と
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
取
組

を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

○
運
営
方
針
改
定
案
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
を
は
じ
め
と
す

る
感
染
症
の
拡
大
等
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
場
合
が
あ
る
た
め
、
被

保
険
者
へ
の
影
響
等
を
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て
取
組
の
実
施
時
期

や
方
法
等
の
見
直
し
を
行
う
と
記
載
し
て
い
ま
す
。

そ
の
他

○
国
保
運
営
協
議
会
は
、
被
保
険
者
の
意
見
を
直
接
具
申
・
反
映
で
き

る
唯
一
の
公
的
機
関
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
被
保
険
者
代
表
委
員
に
つ

い
て
は
公
募
に
よ
る
選
任
を
要
望
す
る
。

○
東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
の
被
保
険
者
代
表
に
つ
い
て

は
、
関
係
団
体
か
ら
の
推
薦
に
よ
り
選
任
し
て
い
ま
す
。

○
議
員
は
会
派
の
一
定
の
政
治
理
念
や
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
の
も
と
で
活

動
し
て
お
り
、
諮
問
機
関
で
あ
る
国
保
運
営
協
議
会
の
公
益
代
表
と

し
て
は
必
ず
し
も
ふ
さ
わ
し
い
と
は
言
え
な
い
た
め
、
再
考
が
必
要

で
は
な
い
か
。

○
国
民
健
康
保
険
質
疑
応
答
集
に
よ
る
と
、
運
営
協
議
会
委
員
は
、

議
会
の
議
員
と
の
兼
職
禁
止
の
規
定
が
な
く
議
員
を
兼
ね
る
こ
と
が

で
き
る
と
あ
り
ま
す
が
、
御
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。
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東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
改
定
案
に
係
る
区
市
町
村
か
ら
の
意
見
に
つ
い
て

意
見
の
概
要
（
表
記
な
ど
の
軽
微
な
も
の
を
除
く
）

都
の
考
え
方

第
3
章

国
民
健
康
保
険
の
医

療
に
要
す
る
費
用
及

び
財
政
の
見
通
し

○
普
通
調
整
交
付
金
の
配
分
が
公
費
負
担
割
合
に
見
合
う
も
の
と

な
る
よ
う
図
る
な
ど
、
財
政
運
営
の
責
任
主
体
と
し
て
都
は
公
費

に
よ
る
財
源
確
保
に
全
力
を
尽
く
す
旨
記
載
す
べ
き
。

○
普
通
調
整
交
付
金
は
定
率
国
庫
負
担
で
は
解
消
で
き
な
い
都
道

府
県
の
財
政
力
の
不
均
衡
を
調
整
す
る
た
め
に
交
付
さ
れ
る
も
の

○
都
は
国
に
対
し
て
医
療
費
の
増
す
う
に
耐
え
得
る
財
政
基
盤
の

確
立
を
図
っ
て
い
く
よ
う
提
案
要
求
し
て
い
る
。

○
医
療
費
の
将
来
の
見
通
し
に
お
い
て
、
「
今
後
の
社
会
保
険
適

用
拡
大
等
の
変
動
要
因
を
考
慮
し
て
独
自
に
補
正
」
と
の
記
載
が

追
加
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
「
等
」
に
は
何
が
含
ま
れ
て
い
る
の

か
。
感
染
症
拡
大
に
伴
う
社
保
離
脱
、
所
得
の
減
少
等
は
ど
の
程

度
考
慮
さ
れ
て
い
る
の
か
。

○
今
後
の
社
会
保
険
適
用
拡
大
の
み
な
ら
ず
、
団
塊
世
代

（
1

9
4

7
年
か
ら

1
9

4
9
年
生
ま
れ
）
の
国
保
被
保
険
者
が
後
期

高
齢
者
へ
移
行
し
て
い
く
こ
と
も
国
保
被
保
険
者
数
の
減
少
の
要

因
の
一
つ
で
あ
る
。
な
お
、
本
推
計
は
一
定
の
前
提
条
件
の
下
で

推
計
し
た
も
の
で
あ
り
、
感
染
症
拡
大
に
伴
う
社
保
離
脱
、
所
得

の
減
少
等
は
考
慮
し
て
い
な
い
。

○
「
解
消
・
削
減
す
べ
き
赤
字
」
と
「
赤
字
」
と
い
う
文
言
が
混

在
す
る
た
め
、
文
言
を
整
理
す
べ
き
。

【
運
営
方
針
に
反
映
】

○
そ
の
た
め
、
赤
字
区
市
町
村
（
６
（
１
）
に
記
載
す
る
解
消
・

削
減
す
べ
き
赤
字
が
発
生
し
て
い
る
区
市
町
村
）
に
つ
い
て
は
、

「
区
市
町
村
国
保
財
政
健
全
化
計
画
」
に
基
づ
き
、
計
画
的
・
段

階
的
に
解
消
・
削
減
す
べ
き
赤
字
を
解
消
・
削
減
す
る
も
の
と
す

る
。

第
4
章

区
市
町
村
に
お
け
る

保
険
料
（
税
）
の
標

準
的
な
算
定
方
法
に

関
す
る
事
項

○
運
営
方
針
の
計
画
期
間
を

3
年
間
と
し
た
理
由
は
、
見
通
し
が

不
透
明
な
中
、
見
直
し
が
で
き
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、

実
際
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
も
あ
り
各
区
市
町
村
の
国

保
運
営
は
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
激
変
緩
和
措
置
の
基

準
と
な
る
一
定
割
合
に
つ
い
て
、
激
変
緩
和
の
一
定
割
合
に
お
け

る
都
平
均
の
伸
び
率
に
加
え
る
割
合
を

1
％
か
ら

0
.5
％
へ
引
き

下
げ
る
べ
き
。

○
激
変
緩
和
措
置
の
基
準
と
な
る
一
定
割
合
（

1
人
当
た
り
納
付

金
額
の
都
平
均
の
伸
び
率
に

1
年
あ
た
り

1
％
を
加
え
た
割
合
）
を

変
更
（
引
き
下
げ
）
し
た
場
合
、
現
在
激
変
緩
和
対
象
と
な
っ
て

い
る
区
市
町
村
は
、
激
変
緩
和
を
終
了
し
た
年
度
以
降
の
納
付
金

額
へ
の
影
響
が
大
き
く
な
る
。
都
と
し
て
は
激
変
緩
和
措
置
の
基

準
と
な
る
一
定
割
合
に
つ
い
て
は
変
更
す
る
こ
と
は
考
え
て
い
な

い
。
激
変
緩
和
措
置
に
係
る
考
え
方
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、
区

市
町
村
と
の
更
な
る
議
論
を
踏
ま
え
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
法
定
意
見
聴
取
期
間

令
和
２
年
９
月
１
７
日
か
ら
令
和
２
年
１
０
月
２
０
日
ま
で

○
意
見
提
出
区
市
町
村
数

４
自
治
体
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意
見
の
概
要
（
表
記
な
ど
の
軽
微
な
も
の
を
除
く
）

都
の
考
え
方

第
4
章

区
市
町
村
に
お
け
る

保
険
料
（
税
）
の
標

準
的
な
算
定
方
法
に

関
す
る
事
項

○
納
付
金
算
定
に
お
け
る
医
療
費
指
数
の
反
映
は
区
市
町
村
に

と
っ
て
医
療
費
適
正
化
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
な
る
こ
と
か
ら
、

で
き
る
限
り
維
持
す
べ
き
。

○
都
に
お
い
て
は
、
将
来
的
に
は
納
付
金
算
定
に
お
け
る
医
療
費

指
数
反
映
係
数
（
α
）
＝
０
を
目
指
し
て
い
く
が
、
目
標
年
次
等

に
つ
い
て
は
区
市
町
村
へ
の
影
響
を
踏
ま
え
今
後
も
丁
寧
に
議
論

し
て
い
く
。

○
保
険
料
水
準
の
平
準
化
に
向
け
て
の
医
療
費
指
数
反
映
係
数
の

見
直
し
に
あ
た
っ
て
は
、
医
療
費
適
正
化
事
業
の
都
道
府
県
単
位

化
、
区
市
町
村
の
医
療
費
適
正
化
の
取
組
の
推
進
や
適
正
化
の
取

組
が
進
ん
で
い
な
い
区
市
町
村
へ
の
支
援
体
制
づ
く
り
等
に
よ
り
、

医
療
費
水
準
の
均
一
化
を
図
り
、
そ
の
成
果
を
検
討
材
料
と
す
べ

き
。

【
運
営
方
針
に
反
映
】

○
令
和
２
年
４
月
か
ら
区
市
町
村
が
行
う
保
健
事
業
に
関
し
て
、

そ
の
適
正
か
つ
有
効
な
実
施
を
図
る
た
め
、
必
要
な
支
援
を
行
う

こ
と
と
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
都
は
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
推
進
事

業
、
糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防
事
業
、
重
複
・
多
剤
服
薬
管
理

指
導
事
業
等
を
通
じ
て
、
取
組
の
促
進
に
向
け
た
さ
ら
な
る
支
援

や
、
先
進
的
な
事
例
の
収
集
及
び
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
く
。

ま
た
、
取
組
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
庁
内
横
断
的
な
連
携
や
、

都
医
師
会
、
都
歯
科
医
師
会
、
都
薬
剤
師
会
な
ど
と
の
連
携
に
留

意
し
な
が
ら
進
め
て
い
く
。

な
お
、
御
意
見
を
踏
ま
え
、
第
三
期
東
京
都
医
療
費
適
正
化
計

画
と
の
整
合
性
に
つ
い
て
追
記
し
た
。

第
7
章

医
療
費
の
適
正
化
の

取
組
に
関
す
る
事
項

○
都
が
国
保
の
財
政
責
任
と
医
療
提
供
体
制
整
備
の
役
割
を
一
元

的
に
担
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
医
療
行
政
の
一
体
化
の
役
割
を
発

揮
し
、
伸
び
続
け
る
医
療
費
の
適
正
化
を
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
に
推
し

進
め
て
い
く
姿
勢
を
示
す
べ
き
。

○
都
全
体
が
一
体
と
な
っ
た
医
療
費
適
正
化
を
図
る
た
め
、
都
主

導
に
よ
る

P
F
S
事
業
な
ど
の
取
組
を
推
進
す
べ
き
。

○
都
内
区
市
町
村
が
よ
り
連
携
・
協
力
し
つ
つ
、
地
域
の
特
性
に

応
じ
た
健
康
づ
く
り
事
業
の
具
体
的
な
横
展
開
が
図
ら
れ
る
よ
う

取
り
組
む
べ
き
。

○
休
日
夜
間
の
健
診
実
施
及
び
隣
接
区
市
町
村
に
お
け
る
相
互
受

診
等
を
各
区
市
町
村
が
個
別
に
調
整
す
る
こ
と
は
合
理
的
で
な
く

実
施
が
困
難
で
あ
る
た
め
記
載
す
べ
き
で
な
い

○
都
全
体
と
し
て
進
め
て
い
く
の
で
あ
れ
ば
、
都
が
都
医
師
会
と

調
整
の
上
、
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
と
っ
て
い
く
こ
と
を
都
の
取
組

に
記
載
す
べ
き
。

○
特
定
健
診
等
を
は
じ
め
と
す
る
保
健
事
業
に
つ
い
て
は
、
区
市

町
村
が
地
域
の
特
性
に
配
慮
し
な
が
ら
、
被
保
険
者
の
特
性
に
応

じ
た
き
め
細
か
い
取
組
を
実
施
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

都
は
、
区
市
町
村
が
地
域
の
実
態
に
応
じ
て
受
診
し
や
す
い
環
境

整
備
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
先
進
的
な
事
例
の
収
集

及
び
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
く
。

第
1

0
章

施
策
の
実
施
の
た
め
に

必
要
な
都
及
び
区
市
町

村
間
の
連
絡
調
整
等

○
本
運
営
方
針
が
示
す
「
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
」
の
着
実
な
実
施

を
受
け
、
今
後
の
国
保
事
業
の
実
施
時
期
及
び
方
法
等
に
つ
い
て
、

必
要
に
応
じ
た
時
期
に
見
直
し
を
行
う
べ
き
。

○
運
営
方
針
改
定
案
に
、
国
保
事
業
の
運
営
状
況
及
び
国
や
都
に

お
け
る
制
度
改
正
の
検
討
状
況
等
を
踏
ま
え
、
対
象
期
間
中
で

あ
っ
て
も
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
う
旨
を
記
載
し
て
い
る
。

そ
の
他

○
多
子
世
帯
等
の
保
険
料
（
税
）
負
担
軽
減
に
つ
い
て
、
子
ど
も

の
数
に
応
じ
た
保
険
料
（
税
）
負
担
軽
減
へ
の
支
援
が
少
子
化
社

会
対
策
大
綱
に
盛
り
込
ま
れ
た
こ
と
か
ら
、
都
と
し
て
早
期
実
施

を
図
る
旨
記
載
す
べ
き
。

○
国
民
健
康
保
険
は
全
国
統
一
の
制
度
で
あ
り
、
制
度
上
の
問
題

に
つ
い
て
は
、
制
度
設
計
者
で
あ
る
国
が
責
任
を
も
っ
て
検
討
す

べ
き
も
の
と
考
え
て
い
る
。
都
は
子
育
て
支
援
の
観
点
か
ら
、
子

供
に
係
る
均
等
割
保
険
料
（
税
）
を
軽
減
す
る
制
度
を
設
け
る
よ

う
、
国
に
対
し
て
要
望
し
て
い
る
。
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東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
改
定
案
の
概
要

第
１
章

方
針
策
定
の
趣
旨

○
策
定
の
目
的
：

制
度
改
革
後
の
国
民
健
康
保
険
制
度
に
お
い
て
、
都
と
区
市
町
村
が
一
体
と
な
り
、

国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
事
務
を
共
通
認
識
の
下
で
実
施
し
、
安
定
的
な
財
政
運
営
及
び

区
市
町
村
の
国
保
事
業
の
広
域
化
・
効
率
化
を
推
進
す
る
。

〇
根
拠
：
国
民
健
康
保
険
法
第

8
2
条
の

2
〇
対
象
期
間
：
令
和

3
年

4
月
～
令
和
６
年

3
月

第
２
章

国
民
健
康
保
険
制
度
の
意
義
と
保
険
者
が
果
た
す
べ
き
役
割

・
国
民
健
康
保
険
は
、
被
保
険
者
間
の
相
互
扶
助
を
基
本
と
し
た
社
会
保
険
制
度
で
あ
り
、

国
民
皆
保
険
制
度
の
基
礎
を
な
す
。

・
保
険
者
で
あ
る
都
及
び
区
市
町
村
は
、
国
保
財
政
の
安
定
的
な
運
営
を
確
保
し
、
被
保
険

者
の
健
康
を
守
る
た
め
、
給
付
に
見
合
う
保
険
料
（
税
）
率
の
設
定
や
保
険
料
（
税
）
の

徴
収
、
医
療
費
適
正
化
に
取
り
組
む
。

第
３
章

国
民
健
康
保
険
の
医
療
に
要
す
る
費
用
及
び
財
政
の
見
通
し

〇
被
保
険
者
の
概
況
、
医
療
費
の
動
向
、
医
療
費
と
財
政
の
将
来
の
見
通
し

〇
赤
字
解
消
・
削
減
の
取
組

・
赤
字
区
市
町
村
は
、
「
国
保
財
政
健
全
化
計
画
」
を
策
定
し
、
赤
字
解
消
の
目
標
年
次
を

定
め
た
上
で
、
医
療
費
適
正
化
、
適
正
な
保
険
料
（
税
）
率
の
設
定
等
、
赤
字
削
減
に

向
け
た
取
組
を
実
施
し
、
計
画
的
に
赤
字
を
解
消

・
都
は
区
市
町
村
と
と
も
に
、
解
消
・
削
減
す
べ
き
赤
字
の
要
因
分
析
等
を
実
施

〇
財
政
安
定
化
基
金
の
設
置
・
運
用

第
４
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
（
税
）
の
標
準
的
な
算
定
方
法
に
関
す
る
事
項

〇
納
付
金
の
算
定
方
法

・
医
療
費
反
映
係
数
α
は
１
、
所
得
係
数
β
は
都
の
所
得
水
準
に
応
じ
た
値
と
す
る

今
後
は
納
付
金
算
定
に
お
け
る
α
＝
０
に
向
け
て
区
市
町
村
と
議
論
を
進
め
る

〇
激
変
緩
和
措
置

・
特
例
基
金
、
激
変
緩
和
の
た
め
の
暫
定
措
置
、
都
繰
入
金
を
活
用
し
て
激
変
緩
和
を
実
施

・
１
人
当
た
り
納
付
金
が
一
定
割
合
（
都
平
均
伸
び
率
＋
１
％
）
を
超
え
て
増
加
す
る
区
市

町
村
が
対
象

〇
標
準
的
な
保
険
料
（
税
）
算
定
方
式

・
都
道
府
県
・
区
市
町
村
標
準
保
険
料
率
の
算
定
は
二
方
式

・
各
区
市
町
村
の
応
能
割
と
応
益
割
は
、
各
区
市
町
村
の
所
得
水
準
を
反
映
し
て
算
定

〇
標
準
的
な
収
納
率

・
区
市
町
村
ご
と
に
直
近
の
収
納
率
実
績
を
用
い
て
毎
年
度
設
定

第
５
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
（
税
）
の
徴
収
の
適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

〇
目
標
収
納
率

・
区
市
町
村
別
に
前
年
度
の
現
年
分
収
納
率
実
績
に
対
す
る
伸
び
率
を
目
標
に
設
定

〇
収
納
率
向
上
対
策
の
推
進

・
区
市
町
村
は
、
納
付
環
境
の
整
備
、
滞
納
者
へ
の
き
め
細
か
い
対
応
を
行
っ
た
上
で
、

法
令
に
基
づ
く
滞
納
処
分
等
を
実
施

・
都
は
担
当
職
員
の
人
材
育
成
等
を
支
援

第
６
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
給
付
の
適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

〇
レ
セ
プ
ト
点
検
の
強
化
・
療
養
費
の
支
給
適
正
化

〇
第
三
者
行
為
に
係
る
求
償
事
務
等
の
取
組
強
化

〇
都
道
府
県
に
よ
る
保
険
給
付
の
点
検
、
事
後
調
整

第
７
章

医
療
費
の
適
正
化
の
取
組
に
関
す
る
事
項

○
保
健
事
業
実
施
計
画
（
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
）
の
推
進

・
都
は
全
て
の
区
市
町
村
で
策
定
・
見
直
し
を
行
え
る
よ
う
、
実
地
に
よ
る
支
援

等
〇
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
実
施
率
の
向
上

〇
糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防
の
取
組
の
推
進

○
加
入
者
の
適
正
受
診
・
適
正
服
薬
に
向
け
た
取
組

・
都
は
関
係
機
関
と
連
携
し
広
域
的
な
調
整
、
事
業
の
推
進
体
制
の
構
築
支
援
等

〇
後
発
医
薬
品
（
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
）
の
使
用
促
進

○
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施
の
取
組
の
推
進

・
都
は
区
市
町
村
が
配
置
す
る
医
療
専
門
職
の
人
材
育
成
等
を
実
施

○
が
ん
検
診
、
歯
科
検
診
等
他
健
診
と
連
携
し
た
取
組

第
８
章

保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
に
関
す
る
施
策
と
の
連
携
に
関
す
る
事
項

〇
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向
け
た
取
組

〇
国
保
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
（
Ｋ
Ｄ
Ｂ
）
シ
ス
テ
ム
等
の
活
用

第
９
章

区
市
町
村
が
担
う
事
務
の
広
域
的
及
び
効
率
的
な
運
営
の
推
進
に
関
す
る
事
項

〇
事
務
の
標
準
化

・
被
保
険
者
証
の
様
式
の
統
一
、
高
齢
受
給
者
証
と
の
兼
用
（
一
体
化
）

〇
事
務
の
効
率
化

・
引
き
続
き
、
区
市
町
村
事
務
の
実
態
を
踏
ま
え
検
討

第
1
0
章

施
策
の
実
施
の
た
め
に
必
要
な
都
及
び
区
市
町
村
間
の
連
絡
調
整
等

○
連
携
会
議
の
開
催
、
被
保
険
者
へ
の
広
報
・
普
及
啓
発
活
動
等

○
感
染
症
の
拡
大
等
に
よ
り
、
必
要
に
応
じ
て
取
組
の
方
法
等
の
見
直
し
を
実
施

1
0



・
国
保
制
度
は
、
被
保
険
者
間
の
相
互
扶
助
を
基
本
と
し
た
社
会
保
険
制
度
で
あ
り
、
国
民
皆
保
険
制
度
の
基
礎
を
な
す
も
の
で
あ
る
。

・
保
険
者
で
あ
る
都
道
府
県
及
び
区
市
町
村
は
、
国
保
制
度
の
安
定
的
な
運
営
の
確
保
及
び
被
保
険
者
の
健
康
保
持
に
向
け
て
取
り
組
む

東
京
都
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
（改
定
案
）
の
概
要

○
策
定
の
目
的

都
と
区
市
町
村
が
一
体
と
な
っ
て
、
国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
事
務
を
共
通
認
識
の
下
で
実
施
す
る
と
と
も
に
、
安
定
的
な
財
政
運
営
及
び
区
市
町
村

が
担
う
国
保
事
業
の
広
域
化
・
効
率
化
を
推
進
す
る
。

〇
根
拠

国
民
健
康
保
険
法
第
82条

の
2

〇
対
象
期
間

令
和
3
年
4月

～
令
和
6年
3月

第
１
章

方
針
策
定
の
趣
旨

第
２
章

国
民
健
康
保
険
制
度
の
意
義
と
保
険
者
が
果
た
す
べ
き
役
割

下
線
は
、
前
回
示
し
た
運
営
方
針
改
定
案
か
ら
の
修
正
箇
所

1
1



〇
財
政
収
支
の
改
善
に
係
る
基
本
的
な
考
え
方

・
決
算
補
填
等
を
目
的
と
す
る
法
定
外
繰
入
等
（
解
消
・
削
減
す
べ
き
赤
字
）
の
計
画
的
・
段
階
的
な
解
消
が
図
ら
れ
る
よ
う
な
取
組
が
必
要

〇
赤
字
解
消
・
削
減
の
取
組

・
解
消
・
削
減
す
べ
き
「
赤
字
」
は
、
「
決
算
補
填
等
目
的
の
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
額
」
と
「
繰
上
充
用
金
の
増
加
額
」
の
合
計
額

・
赤
字
の
解
消
・
削
減
に
当
た
っ
て
は
、
区
市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
を
勘
案
し
、
医
療
費
適
正
化
や
収
納
率
向
上
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
計
画

的
な
保
険
料
（
税
）
率
の
見
直
し
が
必
要

・
赤
字
が
発
生
し
て
い
る
区
市
町
村
に
つ
い
て
は
、
赤
字
解
消
の
目
標
年
次
を
定
め
た
上
で
、
医
療
費
適
正
化
、
適
正
な
保
険
料
（
税
）
率
の
設
定

等
、
計
画
に
定
め
た
赤
字
削
減
に
向
け
た
具
体
的
な
取
組
を
実
施

・
都
は
、
解
消
・
削
減
す
べ
き
赤
字
要
因
の
分
析
や
対
策
の
整
理
、
必
要
な
助
言
、
「
区
市
町
村
国
保
財
政
健
全
化
計
画
」
の
公
表
（
見
え
る
化
）

を
実
施

〇
財
政
安
定
化
基
金
の
運
用

・
貸
付
・
・
保
険
料
（
税
）
収
納
額
の
低
下
に
よ
り
財
源
不
足
と
な
っ
た
場
合
に
、
申
請
に
基
づ
き
区
市
町
村
に
行
う

・
交
付
・
・
災
害
、
景
気
変
動
な
ど
の
特
別
な
事
情
が
生
じ
た
場
合
に
、
申
請
に
基
づ
き
区
市
町
村
に
行
う

・
取
崩
し
・
・
保
険
給
付
費
の
増
大
に
よ
り
都
に
お
い
て
財
源
不
足
と
な
っ
た
場
合
に
、
基
金
を
取
り
崩
す

第
３
章

国
民
健
康
保
険
の
医
療
に
要
す
る
費
用
及
び
財
政
の
見
通
し

1
2



〇
納
付
金
及
び
標
準
保
険
料
率
の
基
本
的
考
え
方

・
将
来
的
に
は
保
険
料
水
準
の
平
準
化
を
目
指
し
て
い
く
が
、
都
内
区
市
町
村
で
は
医
療
費
水
準
や
保
険
料
（
税
）
収
納
率
の
差
異
が
あ
る
た
め
、
直

ち
に
統
一
の
保
険
料
水
準
を
目
指
す
の
は
困
難

・
今
後
、
医
療
費
適
正
化
や
収
納
率
向
上
を
推
進
し
て
い
く
と
と
も
に
、
保
険
料
水
準
の
平
準
化
を
図
っ
て
い
く

・
第
一
段
階
と
し
て
、
納
付
金
算
定
に
お
い
て
医
療
費
水
準
等
を
反
映
せ
ず
、
各
区
市
町
村
の
所
得
水
準
と
被
保
険
者
数
の
み
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
こ

と
を
目
指
す
。
具
体
的
な
目
標
年
次
等
は
、
今
後
区
市
町
村
と
の
間
で
丁
寧
に
議
論

〇
納
付
金
の
算
定
方
法

・
当
面
の
間
は
、
医
療
費
指
数
反
映
係
数
α
は
１
と
し
、
年
齢
調
整
後
の
医
療
費
指
数
を
全
て
反
映

・
所
得
係
数
は
都
の
所
得
水
準
に
応
じ
た
値
と
す
る

〇
激
変
緩
和
措
置

・
「
各
区
市
町
村
の
被
保
険
者
一
人
あ
た
り
納
付
金
」
が
制
度
改
革
前
（
平
成
28年

度
）
と
比
較
し
て
一
定
割
合
（
都
平
均
の
伸
び
率
に
1年

あ
た
り

１
%
）
を
超
え
て
増
加
す
る
場
合
、
都
繰
入
金
、
国
の
暫
定
措
置
及
び
特
例
基
金
を
活
用
し
、
激
変
緩
和
を
行
う

〇
標
準
的
な
保
険
料
算
定
方
式

・
区
市
町
村
に
お
い
て
採
用
さ
れ
て
い
る
方
式
を
勘
案
し
、
二
方
式
（
賦
課
す
べ
き
総
額
を
所
得
割
、
被
保
険
者
均
等
割
に
よ
っ
て
按
分
）
と
す
る

・
各
区
市
町
村
の
応
能
割
（
所
得
割
）
と
応
益
割
（
均
等
割
）
は
「
当
該
区
市
町
村
の
所
得
係
数
：
1
」
と
し
て
算
定
す
る

〇
標
準
的
な
収
納
率

・
区
市
町
村
ご
と
に
直
近
の
収
納
率
実
績
を
用
い
て
毎
年
度
設
定
す
る

第
４
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
（税
）の
標
準
的
な
算
定
方
法
に
関
す
る
事
項

1
3



〇
目
標
収
納
率

・
区
市
町
村
別
に
前
年
度
の
現
年
分
収
納
率
実
績
に
対
す
る
伸
び
率
を
目
標
に
設
定

〇
収
納
率
向
上
対
策
の
推
進

・
国
保
制
度
の
維
持
及
び
被
保
険
者
間
の
負
担
の
公
平
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
保
険
料
（
税
）
の
確
保
は
重
要
で
あ
り
、
区
市
町
村
は
被
保
険
者
の

状
況
に
応
じ
て
保
険
料
の
分
割
納
付
を
案
内
す
る
な
ど
、
き
め
細
か
く
対
応
す
る
。

・
都
は
、
研
修
内
容
の
充
実
・
体
系
化
、
徴
収
指
導
員
に
よ
る
実
地
支
援
の
充
実
、
効
果
的
な
取
組
の
横
展
開
等
に
よ
り
支
援

第
５
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
（税
）の
徴
収
の
適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

1
4

前
年
度
の

現
年
分
収
納
率

目
標
収
納
率

令
和
3
年
度

令
和
4
年
度

令
和
5
年
度

8
5%未

満
令
和
2
年
度
実
績
＋
1
.5
0
p
p

令
和
3
年
度
実
績
＋
1
.5
0
p
p

令
和
4
年
度
実
績
＋
1
.5
0
p
p

8
5
%
以
上
9
0
%
未
満

令
和
2
年
度
実
績
＋
1
.0
0
p
p

令
和
3
年
度
実
績
＋
1
.0
0
p
p

令
和
4
年
度
実
績
＋
1
.0
0
p
p

9
0
%
以
上
9
5
%
未
満

令
和
2
年
度
実
績
＋
0
.5
0
p
p

令
和
3
年
度
実
績
＋
0
.5
0
p
p

令
和
4
年
度
実
績
＋
0
.5
0
p
p

9
5
%
以
上
9
7
%
未
満

令
和
2
年
度
実
績
＋
0
.1
0
p
p

令
和
3
年
度
実
績
＋
0
.1
0
p
p

令
和
4
年
度
実
績
＋
0
.1
0
p
p

9
7
%
以
上
1
0
0
%
以
下

令
和
2
年
度
実
績
を
維
持

令
和
3
年
度
実
績
を
維
持

令
和
4
年
度
実
績
を
維
持

＊
「
実
績
」
の
文
言
を
追
記



〇
レ
セ
プ
ト
点
検
の
充
実
強
化

・
都
は
、
専
門
指
導
員
に
よ
る
助
言
、
都
繰
入
金
に
よ
る
財
政
支
援
等
を
実
施

〇
柔
道
整
復
師
、
あ
ん
ま
・
マ
ッ
サ
ー
ジ
・
指
圧
師
、
は
り
師
、
き
ゅ
う
師
の
施
術
に
係
る
療
養
費
の
支
給
適
正
化

・
都
は
、
講
習
会
の
実
施
、
都
繰
入
金
に
よ
る
財
政
支
援
、
不
正
事
案
に
係
る
情
報
提
供
等
を
実
施

〇
海
外
療
養
費
の
支
給
適
正
化

・
翻
訳
・
診
療
内
容
審
査
な
ど
の
区
市
町
村
の
事
務
処
理
の
効
率
化
や
不
正
請
求
防
止
の
一
層
の
推
進
を
図
る
た
め
、
都
は
情
報
提
供
等
を
実
施

〇
第
三
者
行
為
に
係
る
求
償
事
務
等
の
取
組
強
化

・
都
は
、
東
京
都
国
保
連
合
会
等
と
連
携
し
た
助
言
・
情
報
提
供
、
第
三
者
直
接
求
償
の
取
組
推
進
等
を
実
施

〇
保
険
者
間
調
整
の
普
及
・
促
進
に
関
す
る
取
組
の
推
進

・
被
保
険
者
資
格
喪
失
後
の
受
診
に
よ
る
返
還
金
の
保
険
者
間
調
整
の
促
進
の
た
め
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
の
運
用
状
況
も
鑑
み
な
が
ら
、
区
市
町
村
の

取
組
状
況
の
把
握
等
を
実
施

〇
高
額
療
養
費
の
多
数
回
該
当
の
取
扱
い

・
都
は
、
区
市
町
村
に
お
い
て
統
一
的
な
運
用
が
行
え
る
よ
う
、
レ
ア
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
随
時
相
談
に
応
じ
事
例
を
蓄
積
し
、
情
報
提
供

〇
都
道
府
県
に
よ
る
保
険
給
付
の
点
検
、
事
後
調
整
（
国
保
法
第
75条

の
3～
第
75条

の
6）

・
都
は
、
広
域
的
・
専
門
的
見
地
か
ら
、
区
市
町
村
が
行
っ
た
保
険
給
付
の
点
検
等
を
実
施

第
６
章

区
市
町
村
に
お
け
る
保
険
給
付
の
適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

1
5

＊
今
後
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
が
開
始
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
記
載



〇
医
療
保
険
制
度
の
適
正
か
つ
効
率
的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
よ
り
、
都
道
府
県
は
区
市
町
村
が
行
う
保
健

事
業
に
対
す
る
必
要
な
支
援
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
た
（
令
和
２
年
4
月
施
行
）

〇
国
は
、
加
減
算
双
方
向
で
の
評
価
指
標
の
導
入
や
予
防
・
健
康
づ
く
り
支
援
交
付
金
の
創
設
な
ど
、
令
和
２
年
度
交
付
分
か
ら
保
険
者
努
力
支
援
制
度
を

抜
本
的
に
強
化
。
都
道
府
県
と
市
町
村
に
お
け
る
積
極
的
な
事
業
企
画
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

〇
都
は
、
都
内
全
体
の
健
康
水
準
の
向
上
や
医
療
費
適
正
化
に
資
す
る
取
組
を
進
め
る
。

〇
保
健
事
業
実
施
計
画
（
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
）
推
進

・
区
市
町
村
：
必
要
に
応
じ
て
、
計
画
に
盛
り
込
ん
だ
個
別
の
保
健
事
業
の
実
施
内
容
を
見
直
す
と
と
も
に
、
予
防
・
健
康
づ
く
り
支
援
交
付
金
を
積
極
的

に
活
用
し
た
事
業
の
企
画
実
施

等

・
都
：
全
て
の
区
市
町
村
で
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
の
策
定
・
見
直
し
を
行
え
る
よ
う
、
外
部
有
識
者
を
区
市
町
村
へ
派
遣
し
、
実
地
に
よ
る
支
援
を
実
施

等

〇
特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
実
施
率
の
向
上

・
区
市
町
村
：
特
定
健
診
、
特
定
保
健
指
導
を
受
け
や
す
い
環
境
の
整
備

等

・
都
：
先
進
的
な
事
例
の
収
集
及
び
情
報
提
供
、
保
険
者
協
議
会
と
連
携
し
た
取
組

等

〇
糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防
の
取
組
の
推
進

・
区
市
町
村
：
健
診
デ
ー
タ
や
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
等
に
よ
り
被
保
険
者
の
疾
病
構
造
や
地
域
の
健
康
課
題
等
を
分
析
し
、
対
策
を
立
案

等

・
都
：
「
東
京
都
糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防
プ
ロ
グ
ラ
ム
(平

成
30
年
3
月
策
定
）
」
の
関
係
団
体
へ
の
周
知
、
東
京
都
糖
尿
病
医
療
連
携
協
議
会
及
び
糖
尿

病
医
療
連
携
圏
域
別
検
討
会
で
区
市
町
村
の
取
組
状
況
を
共
有
、
事
業
実
施
の
支
援
・
フ
ォ
ロ
ー

等

第
７
章

医
療
費
の
適
正
化
の
取
組
に
関
す
る
事
項

1
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〇
加
入
者
の
適
正
受
診
・
適
正
服
薬
に
向
け
た
取
組

・
区
市
町
村
：
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
に
よ
り
被
保
険
者
の
服
薬
状
況
を
把
握
、
重
複
・
多
剤
服
薬
者
を
抽
出
し
、
対
象
者
に
服
薬
情
報
を
通
知
、
服
薬
指
導

等

都
：
東
京
都
医
師
会
、
東
京
都
薬
剤
師
会
等
の
関
係
機
関
と
連
携
し
広
域
的
な
調
整
、
事
業
の
推
進
体
制
の
構
築
支
援

等

〇
後
発
医
薬
品
（
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
）
の
使
用
促
進
に
つ
い
て

・
区
市
町
村
：
後
発
医
薬
品
使
用
希
望
カ
ー
ド
・
シ
ー
ル
等
の
配
布
等
を
通
じ
た
理
解
促
進
、
差
額
通
知
の
送
付
等
に
よ
る
切
替
効
果
額
の
検
証
の
実
施

・
都
：
国
保
の
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
等
を
活
用
し
区
市
町
村
別
の
使
用
割
合
の
分
析
を
行
い
、
地
域
の
特
徴
や
課
題
を
把
握
、
区
市
町
村
へ
提
供
、

都
医
師
会
・
都
薬
剤
師
会
と
共
有
、
地
域
の
関
係
機
関
と
連
携
し
た
取
組
を
推
進

等

〇
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施
の
取
組
の
推
進

・
健
康
保
険
法
等
改
正
法
に
よ
り
、
令
和
２
年
４
月
か
ら
区
市
町
村
国
保
の
保
健
事
業
及
び
後
期
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
保
険
の
地
域
支
援
事
業
と
を
一
体
的
に

実
施
す
る
こ
と
が
規
定

・
区
市
町
村
:高
齢
者
医
療
、
健
康
づ
く
り
、
介
護
等
の
庁
内
連
携
体
制
の
整
備

医
療
専
門
職
を
配
置
し
、
高
齢
者
一
人
ひ
と
り
の
医
療
・
介
護
等
の
情
報
を
一
括
把
握
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
健
康
課
題
を
分
析
、
事
業
企
画

多
様
な
通
い
の
場
の
普
及
な
ど
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充

等

・
都
：
令
和
6
年
度
ま
で
に
全
区
市
町
村
で
一
体
的
実
施
が
取
り
組
め
る
よ
う
事
例
の
横
展
開
、
区
市
町
村
が
配
置
す
る
医
療
専
門
職
の
人
材
育
成
等

〇
が
ん
検
診
、
歯
科
健
診
等
他
健
診
と
連
携
し
た
取
組

・
特
定
健
診
と
が
ん
検
診
の
同
時
実
施
や
、
か
か
り
つ
け
歯
科
医
に
お
け
る
定
期
的
な
歯
科
健
診
受
診
促
進
等
に
よ
り
受
診
率
向
上

第
７
章

医
療
費
の
適
正
化
の
取
組
に
関
す
る
事
項

1
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＊
課
題
の
把
握
後
の
取
組
を
詳
細
に
追
記



〇
事
務
の
標
準
化

・
被
保
険
者
証
の
様
式
等
の
統
一
、
高
齢
受
給
者
証
と
の
兼
用
（
一
体
化
）

医
療
費
適
正
化
の
観
点
か
ら
、
被
保
険
者
証
の
様
式
へ
の
後
発
医
薬
品
の
使
用
希
望
に
関
す
る
表
示
に
つ
い
て
検
討

被
保
険
者
等
の
利
便
性
向
上
の
観
点
か
ら
、
今
後
、
高
齢
受
給
者
証
と
の
兼
用
証
交
付
世
帯
の
証
の
色
や
兼
用
証
交
付
の
統
一
に
つ
い
て
検
討

・
市
町
村
事
務
処
理
標
準
シ
ス
テ
ム
の
導
入

区
市
町
村
は
、
現
行
の
国
保
シ
ス
テ
ム
の
更
新
や
改
修
等
の
際
に
は
、
厚
生
労
働
省
が
提
供
し
て
い
る
「
市
町
村
事
務
処
理
標
準
シ
ス
テ
ム
」
の
導
入

と
、
従
来
の
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
改
修
の
双
方
に
つ
い
て
、
費
用
対
効
果
を
比
較
検
討

都
は
、
各
区
市
町
村
の
シ
ス
テ
ム
運
用
等
に
関
す
る
情
報
を
収
集
、
共
同
利
用
ク
ラ
ウ
ド
（
市
町
村
ク
ラ
ウ
ド
・
ベ
ン
ダ
ー
ク
ラ
ウ
ド
）
の
検
討
に

資
す
る
情
報
を
提
供

等

・
事
務
処
理
基
準
の
統
一
及
び
積
極
的
な
情
報
提
供

都
は
、
各
区
市
町
村
の
事
務
処
理
基
準
に
つ
い
て
区
市
町
村
と
検
討
、
事
務
処
理
の
方
法
に
つ
い
て
情
報
収
集
し
区
市
町
村
に
提
示

〇
事
務
の
効
率
化
に
向
け
た
検
討

・
今
後
も
引
き
続
き
、
区
市
町
村
事
務
の
実
態
を
踏
ま
え
、
事
務
の
効
率
化
に
つ
い
て
区
市
町
村
と
検
討

○
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
及
び
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
施
策
そ
の
他
の
関
係
施
策
と
の
連
携

・
都
の
取
組

国
保
部
門
と
保
健
医
療
部
門
等
の
連
携
推
進

等

・
区
市
町
村
の
取
組

地
域
包
括
ケ
ア
に
関
す
る
会
議
体
・
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
国
保
部
門
の
参
画

等

〇
国
保
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
（
Ｋ
Ｄ
Ｂ
）
シ
ス
テ
ム
等
情
報
基
盤
の
活
用

・
都
は
、
Ｋ
Ｄ
Ｂ
シ
ス
テ
ム
等
の
健
診
・
医
療
に
係
る
情
報
基
盤
を
活
用
し
、
地
域
の
健
康
課
題
等
の
把
握
、
区
市
町
村
等
へ
の
必
要
な
助
言
及
び
支
援
を

実
施

・

第
８
章

保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
・福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
に
関
す
る
施
策
と
の
連
携
に
関
す
る
事
項

第
９
章

区
市
町
村
が
担
う
事
務
の
広
域
的
及
び
効
率
的
な
運
営
の
推
進
に
関
す
る
事
項
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〇
国
保
連
携
会
議
の
開
催

・
運
営
方
針
に
係
る
事
項
等
に
つ
い
て
、
都
、
区
市
町
村
、
東
京
都
国
保
連
合
会
か
ら
な
る
東
京
都
国
民
健
康
保
険
連
携
会
議
を
開
催
し
、
き
め
細
か
く
協

議

〇
広
報
・
普
及
啓
発
活
動

・
被
保
険
者
に
向
け
た
広
域
的
な
普
及
啓
発
等
、
医
療
費
適
正
化
の
取
組
に
係
る
関
係
団
体
へ
の
協
力
依
頼
等
を
実
施

〇
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
実
施

・
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
循
環
さ
せ
る
た
め
、
本
運
営
方
針
に
定
め
る
取
組
に
つ
い
て
、
都
繰
入
金
の
交
付
基
準
や
指
導
検
査
計
画
等
に
反
映
・
実
施

〇
そ
の
他

・
本
運
営
方
針
に
定
め
る
都
及
び
区
市
町
村
の
取
組
等
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
を
は
じ
め
と
す
る
感
染
症
の
拡
大
等
に
よ
り
影
響
を
受
け
る

場
合
が
あ
る
た
め
、
都
及
び
区
市
町
村
は
、
被
保
険
者
へ
の
影
響
等
を
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て
取
組
の
実
施
時
期
や
方
法
等
の
見
直
し
を
行
う
。

第
１
０
章

施
策
の
実
施
の
た
め
に
必
要
な
都
及
び
区
市
町
村
間
の
連
絡
調
整
等
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２
令
和
元
年
度
東
京
都
国
民
健
康

保
険
事
業
会
計
決
算
に
つ
い
て

2
1



令
和
元
年
度
東
京
都
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計
決
算
の
概
要

１
目
的

区
市
町
村
が
負
担
す
る
保
険
給
付
に
要
す
る
費
用
等
に
充
て
る
た
め
、
区
市
町
村
に
対
し
て

国
民
健
康
保
険
保
険
給
付
費
等
交
付
金
の
交
付
等
を
行
う
。

２
決
算
額

歳
入

1,115,750,889
千
円

歳
出

1,095,124,598
千
円

差
引
歳
計
剰
余
金

20,626,291千
円

合
計

1
,1
1
5
,7
5
0
,8
8
9
合
計

1
,0
9
5
,1
2
4
,5
9
8

繰
入
金

8
6
,8
1
6
,7
6
5
共
同
事
業
拠
出
金

1
,3
1
6
,1
3
0

そ
の
他

2
9
,7
0
8
,1
9
8
そ
の
他

1
8
,6
6
1
,8
5
6

前
期
高
齢
者
交
付
金

2
4
7
,0
3
0
,6
2
4
前
期
高
齢
者
納
付
金

6
9
1
,8
1
2

共
同
事
業
交
付
金

1
,2
4
0
,4
5
5
介
護
納
付
金

6
3
,9
8
2
,7
5
2

国
庫
支
出
金

3
1
1
,1
7
4
,0
0
0
保
険
給
付
費
等
交
付
金

8
3
8
,0
9
7
,4
4
9

療
養
給
付
費
等
交
付
金

6
1
7
,1
0
1
後
期
高
齢
者
支
援
金

1
7
2
,2
7
0
,0
7
0

事
項

歳
入
額

事
項

歳
出
額

分
担
金
及
負
担
金

4
3
9
,1
6
3
,7
4
6
管
理
費

1
0
4
,5
2
9

歳
入

歳
出

（
単
位
：
千
円
）

2
2



３
事
業
概
要

■
主
な
歳
入
事
業

（１
）
分
担
金
及
負
担
金
（国

民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金
）

439,163,746
千
円

都
が
医
療
給
付
費
等
の
見
込
み
を
立
て
た
上
で
、
公
費
等
の
拠
出
で
賄
わ
れ
る
部
分
を

除
い
た
額
を
国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金
の
額
と
し
て
、
区
市
町
村
ご
と
に
決
定

（区
市
町
村
ご
と
の
年
齢
調
整
後
の
医
療
費
水
準
、
所
得
水
準
を
反
映
）

（２
）
国
庫
支
出
金

311,174,000
千
円

国
か
ら
療
養
給
付
費
等
負
担
金
等
を
収
入

■
主
な
歳
出
事
業

（１
）
保
険
給
付
費
等
交
付
金

838,097,449
千
円

区
市
町
村
の
国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
特
別
会
計
に
お
い
て
負
担
す
る
療
養
の
給
付
等

に
要
す
る
費
用
そ
の
他
の
国
民
健
康
保
険
事
業
に
要
す
る
経
費
を
支
出

2
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４
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

3
3



令
和
２
年
度

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

２
月

３
月

国都

区
市
町
村

協
議

区
市
町
村

令
和
３
年

一
定国保事業会計予算案上程

1
0

/
3

0

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
案
）

令
和
３
年
度

算
定

納付金・標準保険料率の決定

各
区
市
町
村
の
議
会

に
て
保
険
料
（
税
）
率

決
定

運営協議会②（報告）

確
定
係
数
提
示

各
区
市
町
村

運
営
協
議
会

区
市
町
村
と
の
協
議

区
市
町
村

へ
提
示

1
2

/
1

1
2
月
末

○
確
定
係
数
に
お
い
て
変
更
が

想
定
さ
れ
る
事
項

・
前
期
高
齢
者
交
付
金
・
後
期
支
援

金
・
介
護
納
付
金
や
国
公
費
の
額

（
1

1
月
時
点
の
基
礎
数
値
に
よ
り

算
定
さ
れ
る
た
め
）

※
今
回
示
さ
れ
た
国
係
数
の
一
部
は
、

現
時
点
で
の
推
計
値
を
示
す
こ
と
が

困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
昨
年
度
確

定
係
数
の
横
置
き
値
と
な
っ
て
い
る
。

・
国
・
都
公
費
の
う
ち
、
都
道
府
県

向
け
の
特
例
調
整
交
付
金
（
暫
定
措

置
）
、
特
別
調
整
交
付
金
（
追
加
激

変
緩
和
、
子
ど
も
特
調
な
ど
）
は
確

定
係
数
に
お
い
て
も
変
更
は
な
い
が
、

そ
の
他
の
係
数
（
普
通
調
整
交
付
金

な
ど
）
に
つ
い
て
は
、
変
更
が
予
定

さ
れ
て
い
る
。

仮
係
数
提
示

3
4








